
 

 

「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書 

（令和 6 年 10 月 1 日～） 

 

 

 

 

 

当施設はご契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要や提供 

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

※当施設への入所は、原則として要介護認定の結果「要介護３」「要介護４」 

「要介護５」と認定された方が対象となります。 

介護 1・2 でも特例入所に該当する方は入所できる事があります。 
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当施設は介護保険の指定を受けています。 

（高松市指定 第３７７１４００１７７号） 
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１．施設経営法人 

（１）法人名        社会福祉法人 燦々会 

（２）法人所在地     香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（３）電話番号       ０８７－８７９―０１２３ 

（４）代表者氏名     理事長 小比賀 二郎 

（５）設立年月       平成６年８月３日 

 

 

２．ご利用施設 

（１）施設の種類    指定介護老人福祉施設 

平成１２年１月２０日指定・香川県第３７７１４００１７７号 

（２）施設の目的    指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、ご契約者（利用者） 

が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むこと

ができるように支援することを目的としています。ご契約者には日

常生活を営むために必要な居室および共用施設等をご利用のうえ、

指定介護福祉施設サービスを提供します。この施設は、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅

においてこれを受けることが困難な方にご利用していただけます。 

（３）施設の名称    特別養護老人ホーム さんさん荘 

（４）施設の所在地  香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（５）電話番号      ０８７－８７９－０１２３ 

（６）施設長（管理者）氏名    小比賀 恵子 

（７）当施設の運営方針    

           「いつまでも輝いていたい、どんなに年をとっても」 

          人間は誰でもそう願っている。そんな願いが叶えられるような

施設を実現したい。 

（８）開設年月      平成７年１０月２日 

（９）入所定員   ６０人 

 

 

３．居室の概要 

（１）居室等の概要 

 当施設では以下の居室・設備をご用意しています。利用される居室は、多床室と個室で

す。利用居室をご希望される場合は、その旨お申し出下さい。（但し、ご契約者の心身の状

況や居室の空き状況によりご希望に沿えない場合もあります。） 
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居室・設備の種類 室 数 備  考 

１人部屋 １５室 従来型個室 

３人部屋 １室 多床室 

４人部屋 １３室 多床室 

合 計 ２９室 トイレは、居室外に３ヶ所設置 

食 堂 １室 
 

機能訓練室 １室 [主な設置機器]平行棒・ローリングベット等 

浴 室 ２室 昇降浴・特殊浴槽、（個浴あり） 

医務室 １室 
 

※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に設置が義務づけられ

ている施設・設備です。 

☆居室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況に 

より施設でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変更する  

場合があります。 

 

４．職員の配置状況 

当施設では、ご契約者に対して介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下の職種

の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、人員配置基準を遵守しています。 

           なお、指定介護老人福祉施設と短期入所生活介護と併設のため 

           職員は兼務します。 

職     種 常勤換算 人員配置基準 

１． 施設長（管理者） １名 １名 

２． 介護職員 ２４名以上 ２１名 

３． 生活相談員 １名以上 １名 

４． 看護職員 ３名以上 ３名 

５． 機能訓練指導員 １名以上 １名 

６． 介護支援専門員 １名以上 １名 

７． 医師  必要数 

８． 管理栄養士 １名以上 １名 

※ 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における常勤職員 

の所定勤務時間数（週 40時間）で除した数です。 
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<主な職種の勤務体制> 

職   種 勤 務 体 制 

１． 医  師 毎週火曜日 １３：３０～１５：００ 

２． 介護職員 

早 番    ７：３０～１６：３０  

日 勤    ８：３０～１７：３０  

遅 番   １０：００～１９：００  

夜 勤   １６：３０～  ９：３０  

３．  看護職員・機能訓練指導員等 

早 番    ７：３０～１６：３０  

日 勤    ８：３０～１７：３０ 

遅 番 1   ９：００～１８：００ 

遅 番 2   ９：３０～１８：３０  

 

５．当施設が提供するサービスと利用料金及び料金の支払い 

 当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについて、 

(１) 利用料金が介護保険から給付される場合 

(２) 利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 

 

（１）当施設が提供する基準介護サービス （契約書第３条参照） 

以下のサービスについては、居住費、食費を除き通常９割が介護保険から給付されます。  

但、一定以上所得者の利用者負担の割合は２割又は３割となります。 

<サービスの概要>   

①食事 

・ 当施設では、管理栄養士（栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身

体の状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ ご契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則として

います。（利用者様の状態により居室でも可、療養食提供できます。） 

  （食事時間）  朝食：８：00～   昼食：12：00～   夕食：17：30～ 

②入浴 

・ 入浴又は清拭を週２回行います。 

・ 寝たきりでも特殊浴槽を使用して入浴することができます。  

③排泄 

・ 排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

④機能訓練 

・ 機能訓練指導員の指導により、ご契約者の心身の状況等に応じて、日常生活を送るの

に必要な機能の改善又は維持するための機能訓練を実施します。 

⑤健康管理 

・ 医師や看護職員が、健康管理を行います。 
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⑥ご契約者の希望によりレクリエーションに参加して頂くことができます。 

 主なレクリエーション行事予定 

 
行 事 と 場 所  行 事 と 場 所 

４月

５月 

６月 

７月 

８月 

９月 

ピクニック（桜見物） 

  〃 （つつじ見物） 

  〃 （菖蒲見物） 

買物外出・七夕祭 

盆踊り・花火大会 

敬老の日の行事 

１０月 

１１月 

１２月 

１月 

２月 

３月 

運動会          

観菊会・紅葉狩り 

買物外出・クリスマス会 

新年の行事 

節分祭 

ひな祭 

   誕生会 ： 毎月その月の誕生者をお祝いする会 

ピクニックの場所 ： 仏生山公園、公渕公園、亀鶴公園、空港公園、その他 

⑦その他自立への支援 

・ 寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・ 生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・ 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

<サービス利用料金（１日あたり）> （契約書第６条参照） 

別紙料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担額）と居室、食事に係る自己負担額及び体制加算

等の合計金額をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご契約者の要介護度に

応じて異なります。）  

☆ ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいっ

たんお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護

保険から払い戻されます（受領委任払い）。受領委任払いとなる場合、ご契約者が保

険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付

します。 

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負

担額を変更します。 

☆ 職員の配置体制やご利用者の利用状況等により、体制加算・加算項目が変更になる場

合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更します。 

☆ 居室と食事にかかる費用について、介護保険負担限度額認定証をご提示頂いた場合に

は、認定証に記載している負担限度額とします。（下記負担額参照） 

☆ ご契約者が入所された当初は、施設での生活に慣れるため、様々な支援を必要とする

ことから入所日から 30日間に限って１日につき 30単位が加算されます。（初期加算） 

また、30日を超える入院後に再入所した場合も算定されます。 

☆ 安全管理体制を実施しており、契約者の入所時に１回 20単位が加算されます。（安全

対策体制加算） 

☆ 医師の食事せんに基づく療養食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食

膵臓病食、高脂血症食、通風食及び特別な場合の検査食等）を提供した場合、所定の

単位数が加算されます。（療養食加算） 

☆ ご契約者が、入院又は外泊をされた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代え

て別紙の利用料金をお支払いいただきます。（外泊時費用） 
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◇当施設の居住費・食費の負担額 

世帯全員が市民税非課税の場合は、施設利用の居住費・食費の負担が下記の額に変更され

ます。    

対象者 
利用者負担

区分 

居住費 （居室の種類に 

より異なります） 
食費 

多床室 従来型個室 

世
帯
全
員
が 

 
 

市
民
税
非
課
税
者 

・老齢福祉年金受給者 

・生活保護受給者 
第１段階 ０円 ３８０円 ３００円 

〔合計所得金額+年金収入額〕の年額

が８０万円以下の人 
第２段階 ４３０円 ４８０円 ３９０円 

〔合計所得金額+年金収入額〕の年額

が８０万円超１２０万円以下の人 
第３段階① ４３０円 ８８０円 ６５０円 

〔合計所得金額+年金収入額〕の年額

が１２０万円超の人 
第３段階② ４３０円 ８８０円 １,３６０円 

上記第１～第３段階以外の人 第４段階 ９１５円 １,２３１円 １,４４５円 

（２）(１)以外のサービス （契約書第４条参照） 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

①特別な食事 

 ご契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

 利用料金：要した費用の実費 （１／１～３日は正月特別食になります。） 

②理 容 

 月に２回程度、理容師の出張による理髪サービスをご利用いただけます。 

  利用料金：１回あたり  １，５００円 

③貴重品の管理 

ご契約者の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細は、以下の通

りです。 

○管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている預金 

○お預かりするもの：上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑 

○保管管理者：施設長 

○出納方法：手続きの概要は以下の通りです。  

・預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、備え付けの届出書を保管管理者へ提出

していただきます。 

・保管管理者は上記届出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き出しを行います。 

・保管管理者は出入金の都度、出入金記録を作成し、その写しをご契約者へ交付しま

す。    利用料金：１日当たり １００円 

④クラブ活動  

ご契約者の希望によりクラブ活動に参加していただくことができます。 

クラブ活動の種類は、園芸・手芸などです。利用料金：材料代等の実費がかかります。 
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⑤複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録を閲覧できますが、複写物を必要とする 

場合には実費をご負担いただきます。 

1枚につき   １０円 

⑥日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者に負担いただく 

ことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することが 

あります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う概ね 2 ヶ月 

前までにご説明します。 

 ⑦入所時預り金 

  入所時に預り金として１０万円をお預かりさせていただきます。退所時にご利用料金等

の支払い手続きが終了した後にご返還させていただきます。 

  但し、ご利用料金等の請求費用がお支払いいただけない場合は、請求支払いに充てさせ

ていただきます。 

 

（３）利用料金のお支払い方法 （契約書第６条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、翌月ご請求しますので、翌月

の２０日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。（１ヶ月に満たない期間のサー

ビスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 

ア．口座引落し（自動振替）（１回の振替手数料１１０円、ゆうちょ銀行は１０円 振替日２０日） 

イ．下記指定口座への振り込み 

  百十四銀行  空港口支店 普通預金 ０４０８８９０ 

社会福祉法人 燦々会 理事長 小比賀 二郎 

 

（４）入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療や入

院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保

証するものではありません。また、下記医療機関での入院治療を義務づけるものでもあり

ません。） ＊緊急時の連絡先を事前にお知らせください。 

 

○看取り介護加算について 

  看取り介護加算は、主治医による医師意見書とご利用者（ご契約者）またはご家族

の同意により加算の対象となります。 

加算費用は別紙「利用料金表」記載の通りです。 

 看取りに関する指針は別紙「看取りに関する指針」の通りです。 
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① 協力医療機関 

 

医療機関の名称 綾田医院（嘱託医） 

所  在  地  高松市香南町由佐２１０－２ 

連  絡  先  ０８７－８７９－２００８  

診  療  科 消化器内科・循環器内科 

 

 

 

 

医療機関の名称 綾川町国民健康保険 陶病院 

所  在  地    綾歌郡綾川町陶１７２０番地１ 

連  絡  先  ０８７－８７６－１１８５  

 

 ☆協力医療機関連携加算の算定により施設と協力医療機関との実効性のある連携体制を構築

するため、ご契約者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催します。 

 

② 協力歯科医療機関 

 

  

 

医療機関の名称 オサカ病院 

所  在  地  高松市香川町浅野２７２ 

連  絡  先  ０８７－８８９－０７０３ 

医療機関の名称 香川県済生会病院 

所  在  地  高松市多肥上町１３３１－１ 

連  絡  先  ０８７－８６８－１５５１ 

医療機関の名称  高松市立みんなの病院 

所  在  地 香川県高松市仏生山町甲８４７番地１ 

連  絡  先  ０８７－８１３－７１７１ 

医療機関の名称  いのした歯科医院 

所  在  地  高松市香川町川東上１７８１－５ 

連  絡  先 ０８７－８７９－４７１２ 
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６．施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような

事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に

該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退所していただくこと

になります。（契約書第１４条参照） 

 

（１）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１５・１６条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から当施設からの退所を申し出ることができま

す。その場合には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。ただ

し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

 

（２）事業者からの申し出により退所して頂く場合（契約解除）（契約書第１７条参照） 

 

① 要介護認定によりご契約者の心身の状況が要介護１・要介護２又は要支援・自立と判定され

た場合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ ご契約者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

①  介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②  ご契約者が入院された場合 

③  事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サ

ービスを実施しない場合 

④  事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷つ

け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥ 他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある

場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

①  ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に

これを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を

生じさせた場合 

②  ご契約者による、サービス利用料金の支払いが 3 ヶ月以上遅延し、相当期間を定め

た催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③  ご契約者並びにご家族・ご親族が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス

従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信

行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合  

④  ご契約者が連続して 3 ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合も

しくは入院した場合 

⑤ご利用者が当事業所以外の介護保険サービスを利用した場合 
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以下の事項に該当する場合には、当施設から退所して頂くことがあります。 

＊契約者が病院等に入院された場合の対応について＊（契約書第１９条参照） 

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）円滑な退所のための援助 （契約書第１８条参照） 

   ご契約者が当施設を退所する場合には、ご契約者の希望により、事業者はご契約者の

心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助をご

契約者に対して速やかに行います。 

○ 指定居宅介護支援事業者及び居宅サービス提供者の紹介       

○ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

○ 市町村及び老人介護支援センターの紹介 

                    １回 500単位加算されます。（退所前連携加算） 

 

 

７．居室の明け渡し－精算－ （契約書第１４条・第２０条参照） 

   ご契約者が当施設を退所し、本契約が終了する場合において、ご契約者は、利用者に

対してすでに実施されたサービスに対する利用料金支払義務及び原状回復の義務、その

他の条項に基づく義務を履行した上で、利用者の居室を明け渡すものとします。 

① 契約書第１４条三～五に基づく契約の終了 

  契約終了日をもって精算し、精算終了後直ちに支払うものとします。 

② ご契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から  

現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金 

退所時の要介護度に係る、別紙料金表の（３．サービス利用に係る金額の合計） 

☆ご契約者が、要介護認定で自立又は要支援と判定された場合：要介護１に準ずる。 

6 日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。 

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。 

    １日あたり  ２４６単 

 

3 ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することができます。入院

期間中の所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。但し、入院時に予定さ

れた退院日よりも早く退院した場合等、退院時にホームの受入準備が整っていない時

には、すぐに入所することができないことがあります。併設されている短期入所生活

介護の居室としてご利用する場合があります。 

 

②７日間以上３ヶ月以内の入院の場合 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除となります。この場合には、

当施設に再び優先的に入所することはできません。 

 

③３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

①検査入院等、６日間以内の短期入院の場合 
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③ 居室が明け渡された日までに係る料金の支払い 

   料金・費用は、居室明け渡し日に計算し、支払期日（概ね、その日から２週間以内）

を決めます。支払期日までに、以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

（１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した

金額とします。） 

ア．口座引落し（自動振替）（１回の振替手数料１１０円、ゆうちょ銀行は１０円 振替日２０日） 

  ＊名義者が死亡退所された場合は、引落し出来ません。 

イ．下記指定口座への振り込み 

  百十四銀行  空港口支店 普通預金 ０４０８８９０ 

社会福祉法人 燦々会 理事長 小比賀 二郎 

 

 

８．残置物引取人 （契約書第２１条参照） 

  入所契約が終了した後、当施設に残されたご契約者の所持品(残置物)をご契約者自身が 

引き取れない場合に備えて、「残置物引取人」を定めていただきます。 

当施設は、｢残置物引取人｣に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 また、

引渡しにかかる費用については、ご契約者又は残置物引取人にご負担いただきます。 

※入所契約締結時に残置物引取人が定められない場合であっても、入所契約を締結するこ

とは可能です。 

９．緊急時における対応方法 

 （１）事業の従業者は、介護福祉施設サービスの提供を行なっている時に、ご契約者の 

病状に急変、その他緊急の事態が生じた時は、速やかに家族及び主治医又は、あらかじ 

め事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理 

者に報告します。 

（２）事業者は、介護福祉サービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により、

ご契約者に生じた損害について賠償します。 

（３）事業者は、緊急の事態が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対 

応を講ずるとともに、管理者に報告します。 

10．非常災害対策 

  事業者は、消防法に規定する防火管理者を設置して、消防計画を作成するとともに、 

 当該消防計画に基づく次の業務を実施します。 

  ・消火、通報及び避難の訓練（年２回）  ・消防設備、施設等の点検及び整備 

  ・従業者の火気の使用又は取扱いに関する監督 ・その他防火管理上必要な業務   

11．虐待・身体拘束の防止について 

  事業者は、ご契約者の人権の擁護・虐待の防止のために、次に掲げるとおり必要な措置

を講じます。 

 （１）虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、

その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

 （２）虐待防止・身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

 



11 

 

 （３）従業者に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施す 

る等の必要な措置を講じます。 

 （４）サービス提供中に、当該事業所従業者またはご契約者家族・親族・同居人等によ 

 る虐待等を受けたと思われる事象を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報しま 

す。 

 （５）事業者は、ご契約者または他の利用者等の生命または身体を保護するため、緊急 

 やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行いません。 

 （６）やむを得ず身体拘束等を行う場合には、事前に十分な説明のうえにご契約者また 

 は家族等に同意を得るとともにその態様および時間、その際の利用者の心身の状況並び 

 に緊急やむを得ない理由を記録します。 

 （７）虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。 

    担当者：生活相談員 十河・木村 

12．衛生管理について 

  事業所において感染症が発生し、または蔓延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

 （１）従業者等の清潔の保持および健康状態について、必要な管理を行います。 

 （２）事業所の設備および備品等について、衛生的な管理に勤めます。 

 （３）事業所における感染症等の予防および蔓延防止のための対策を検討する委員会を 

概ね毎月 1 回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底しています。 

 （４）事業所における感染症等の予防および蔓延防止のための指針を整備しています。 

 （５）従業者に対して、感染症等の予防および蔓延防止のための研修および訓練を定期 

的に開催します。 

 （６）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）および（Ⅱ）算定により、連携している医

療機関の院内感染対策に関する研修または訓練に年 1 回参加し、3 年に 1 回以上実地指導

を受けます。 

13．業務継続に向けた取り組みの強化について 

 （１）感染症等や非常災害の発生時において、ご契約者に対する介護の提供を継続的に実施 

 するため、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定 

し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

 （２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および訓練

を定期的に実施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 

14．苦情の受付について （契約書第２３条参照） 

当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者） 生活相談員 十河、木村  

○電話番号        ０８７－８７９－０１２３ 

   ○受付時間     平日 ９：００ ～ １７：００ 
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また、施設１階と２階に苦情受付箱（御意見箱）を設置し、施設１階に苦情解決に関する 

内容を掲示しています。 

○第三者委員（担当者）   

民生委員（川内原） 池浦 明子  

電話番号０８７－８７９－３５１０ 

民生委員（浅野）  戸城 武史 

電話番号０９０－５１４４－７８５３ 

 
（２）行政機関その他苦情受付機関 

その他行政機関 

  

 

 

 

高松市  

健康福祉局 

 
所 在 地  高松市番町１－８－１５ 

受付時間  ８：３０ ～ １７：００ 

介護保険課 電話番号  ０８７－８３９－２３２６ 

長寿福祉課 電話番号  ０８７－８３９－２３４６ 

香川県 健康福祉部 

長寿社会対策課 

所 在 地  高松市番町４－１－１０ 

電話番号  ０８７－８３２－３２６４ 

受付時間  ８：３０ ～ １７：００ 

香川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地  高松市福岡町２－３－２ 

電話番号  ０８７－８２２－７４３１ 

受付時間  ８：３０ ～ １７：００ 

市・町 介護保険担当課 下記参照 

 

さぬき市 長寿障害福祉課 

所 在 地 さぬき市長尾東８８８－５ 

電話番号 ０８７９－５２－２５１６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

東かがわ市 福祉課 

所 在 地 東かがわ市三本松１１７２ 

電話番号 ０８７９－２６－１２２８ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

三木町 健康福祉課 

所 在 地 木田郡三木町氷上３１０ 

電話番号 ０８７－８９１－３３０４ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

綾川町 健康福祉課 

所 在 地 綾歌郡綾川町滝宮２９９番地 

電話番号 ０８７－８７６－１１１３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 
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上記の内容を証するため、本書２通を作成し、契約者（利用者）、事業者、説明者が記名捺

印のうえ、各１通を保有するものとします。 

指定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いま

した。 

 

令和  年  月  日 

 

        事業者 住 所 香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

 

            事業者 社会福祉法人燦々会  

理 事 長   小比賀 二郎    ㊞ 

                    

説明者 職 名 特別養護老人ホーム さんさん荘 

                 生活相談員 

氏 名              ㊞ 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護福祉施設サービスの

提供開始に同意しました。 

 

契約者（利用者）   住 所                       

 

 

氏 名             ○印  

                  

  

契約者以外の家族代表者  住 所                       

 

 

氏 名             ○印   続 柄（   ） 

 

 

          住 所                       

 

 

氏 名             ○印   続 柄（   ） 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

 

１．施設の概要 

（１）建物の構造     鉄筋コンクリート造 地上３階建て 

（２）建物の延べ床面積  ３，０２３．９９㎡ 

（３）併設事業 

   当施設では、次の事業を併設して実施しています。 

  [短期入所生活介護] 平成１２年１月２０日指定 香川県 3771400144 号 

  [通所介護]     平成１２年１月２０日指定 香川県 3771400151 号  

  [居宅介護支援事業] 平成１１年９月２８日指定 香川県 3771400078 号 

（４）施設の周辺環境  大変良好である。 

 

 

２．配置職員の職種 

 

  介護職員……… ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等 

          を行います。 

           

  生活相談員…… ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

           

  看護職員……… 主にご契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上 

の介護、介助等も行います。 

 

  機能訓練指導員…ご契約者の機能訓練を担当します。 

 

  栄養士………… ご契約者の栄養管理を行います。 

                     

  介護支援専門員…ご契約者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

           

  医 師………… ご契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

             

 

３．契約締結からサービス提供までの流れ 

ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成す

る「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

｢施設サービス計画（ケアプラン）｣の作成及びその変更は次頁の通り行います。（契約

書第 2 条参照）   
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４．サービス提供における事業者の義務 （契約書第８条参照） 

当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。  

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご契約者から聴取、確認します。  

③ご契約者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要

介護認定の更新の申請のために必要な援助を行います。  

④ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するととも

に、ご契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。  

⑤ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。  

  ただし、ご契約者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむ

を得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束

する場合があります。  

⑥事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知

り得たご契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩

しません。（守秘義務）  

 ただし、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご  

契約者の心身等の情報を提供します。  

また、ご契約者の円滑な退所のための援助を行う際には、あらかじめ文書に  

て、ご契約者の同意を得ます。  

②その担当者は施設サービス計画の原案について、ご契約者及び

その家族等に対して面接を行い、同意を得たうえで決定します。  

③施設サービス計画は、ご契約者が要介護認定・要介護状態区分

の変更の認定を受けた場合、もしくはご契約者及びその家族等の

要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要

のある場合には、サービス担当者会議の開催、担当者に対する照

会等により、施設サービス計画の変更をします。  

④施設サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書

面を交付し、その内容を確認していただきます。  

①当施設の介護支援専門員（ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ）に施設サービス計画の原

案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。  

 



16 

 

５．施設利用の留意事項 

 当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快適性、

安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）持ち込みの制限 

入所にあたり、以下の物は原則として持ち込むことができません。 

刃物類、火気類、貴金属（必要に応じお預かりします。） 

（２）面会 

面会時間   午前 ９：００ ～ 午後 １７：００  

 ※来訪者は、必ず面会簿に記名願います。※体調が優れない時の面会はお控え下さい。 

 ※なお、入所者への差し入れ等は、介護職員にお伝え下さい。 

（３）外出・外泊 （契約書第１９・２２条参照） 

外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

但し、外泊については、最長で月 6 日とさせていただきます。 

（４）食事 

食事１日分（朝、昼、夕）が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日までに申

し出があった場合には、重要事項説明書 ５（１）に定める「食事に係る自己負担額」は

免除されます。 

（５）施設・設備の使用上の注意 （契約書第１０条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、

汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただくか、又は相当

の代価をお支払いいただく場合があります。 

○ご契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる

場合には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。

但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

○当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動

を行うことはできません。 

（６）禁煙 

 施設内の喫煙場以外での喫煙はできません。  

 

６．損害賠償について （契約書第１１・１２条参照） 

  当施設において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速や 

かにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

  ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約 

者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減 

じる場合があります。  
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看取りに関する指針 

社会福祉法人燦々会 

１． 燦々会における看取り介護（ターミナルケア）の考え方 

施設での看取り介護は、医師により医学的に回復の見込みがないと判断された時、利用者本人・家族

の希望と同意により、医師をはじめとする施設スタッフと協議・協力のもと、長年過ごした場所で、親

しい人に見守られ、自然な死を迎えられるよう身体的にも精神的にも苦痛を出来るだけ緩和する。また

利用者が最期までその人らしい生き方が出来るように、支援を目指すことを明確にしておかなければな

らない。 

２．看取り体制 

１）自己決定と尊厳を守る 

  （１）事前の確認 

特別養護老人ホームにおける看取り介護の基本理念を明確にし、本人又は家族に対し生前意

志の確認を行う。 

（２）開始の時期 

特別養護老人ホームの看取り介護においては、嘱託医師または協力病院医師による診断（医

学的に回復の見込みがないと判断したとき）がなされた時が、看取り介護の開始となる。 

  （３）事前の十分な説明（インフォームド・コンセント） 

看取り介護実施にあたり、本人または家族に対し、嘱託医師または協力病院から十分な説明

が行われ、本人または家族の同意を得る。 

  （４）看取り介護計画の作成・説明・同意 

 医師による看取り介護の開始指示を受けて、その介護に携わる管理者、生活相談員、介護支

援専門員、看護師、栄養士、介護職員、機能訓練指導員等従事する者が協働して、看取り介護

計画を作成する。 

 計画書について本人・家族への説明を行い、同意を得てから看取り介護を適切に行う。なお、

必要に応じて適宜、計画内容を見直し、変更を行う。 

２）看取り介護体制を支援する療養指導・看護体制 

  （１）医師との連携 

看取り介護実施にあたり、嘱託医師または協力病院医師等との連携により、看取り介護の協

力体制を築く。 

  （２）看護チームとの協力体制 

 看護師は医師の指示を受け、看護責任者のもとで利用者の疼痛緩和等、安らかな状態を保つ

ように状態把握に努め、 利用者の状況を受け止めるようにする。また日々の状況等について

随時、家族に対して説明を行い、その不安に対して適宜対応していく。 

３）施設整備 

  （１）個室の確保 

尊厳ある安らかな最期を迎えるために個室または静養室の環境整備に努め、その人らしい人

生を全うするための環境整備の確保を図る。 

  （２）家族の付き添い環境の整備 

 施設での看取り介護に関して、家族の協力（家族の面会、付き添い等）を得て、家族の付き

添い環境を整える。 

４）具体的支援内容 

  （１）看取り介護実施における職種ごとの役割 

看取りケアは、日々のケアの延長線上にあり、日常ケアでのチームアプローチ、各職種の役
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割が基本となる。それを踏まえた上で、看取り期特有の各職種の役割を果たさなければならな

い。 

① 管理者

・看取りケアの理念・方針の明確化

・総括管理および諸課題の総括責任者

② 医師

・看取り介護期の診断

・診察、診断と家族等への説明

・職員への指示、カンファレンスへの参加

・緊急時、夜間帯の対応と指示 

・各協力病院との連絡、調整

・カンファレンス開催への参加

・死亡確認、死亡診断書等関係記録の記載

③ 看護職員

・医師や協力病院等への連絡、報告および連携強化

・状態観察と必要な処置の準備と対応、疼痛緩和

・他職種協働のチームケアの確立

・カンファレンスへの参加

・全職員への死生観教育と職員からの相談機能

・随時、家族等への説明とその不安への対応、相談機能、意思の再確認

・急変時の対応（夜間オンコール体制）

・死後のケアの実施

④ 介護職員

・きめ細かな食事、排泄、清潔保持と、室内・ベッド周りの環境整備

・身体的、精神的緩和ケアと安楽な体位の工夫

・状態観察、食事、水分摂取量の把握、浮腫、尿量、排便量等のチエック

・他職種によるチームケアの確立

・カンファレンスの参加

・家族等との協働、相談および支援機能

・生死確認のため細かな訪室を行う。

⑤ 生活相談員 

・継続的な家族等への支援（連絡、説明、相談、調整）

・他職種間の連絡調整

・カンファレンスへの参加

・死亡時、死亡後の家族等への支援と身辺整理

⑥介護支援専門員 

・継続的な家族等への支援（連絡、説明、相談、調整）

・他職種間の連絡調整

・家族等との協働、相談および支援機能

・カンファレンスの開催 

⑦ 管理栄養士 

・利用者の状態と嗜好に応じた食事の提供

・食事、水分摂取量の把握

・カンファレンスへの参加

・必要に応じて家族への食事提供

⑧ 機能訓練指導員

・疼痛緩和（リラクゼーション）

・安楽な体位の工夫と職員への指導

・カンファレンスへの参加 
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  （２）看取り時の介護体制 

① 緊急時の特別勤務体制

② 緊急時の家族への連絡体制

③ 自宅または病院搬送時の施設外サービス体制

  （３）看取り介護の実施内容 

① 看取り介護にあたっては他職種と協力し、利用者の食事、水分摂取量、浮腫、尿量、排便

等の確認を行うと共に、利用者の身体状況に応じた食事の提供や、好みの食事等の提供

に努める。 

② 清潔 

利用者の身体状況に応じ、可能な限り入浴や清拭を行い、清潔保持と感染症予防対策に

努める。 

③ 苦痛の緩和 

（身体面） 

利用者の身体状況に応じた安楽な体位と援助および疼痛緩和等の処置を適切に行う

（医師の指示による緩和ケアまたは日常的ケアによる緩和ケアの実施） 

（精神面） 

身体機能が衰弱し精神的苦痛を伴う場合、手を握る、体をマッサージする、寄り添う

等のスキンシップや励まし、安心される声かけによるコミュニケーションの対応に努め

る。 

④ 家族 

 変化していく身体状況や介護内容については、定期的に医師からの説明を行い、家族

の意向に沿った適切な対応に努める。また、継続的に家族の精神的（現状説明、相談、

こまめな連絡等）あるいは本人・家族から求められた場合における宗教的な関わりと援

助を行い、カンファレンスごとに適時の状態説明を行い、家族の意向を確認する。 

⑤ 死亡時への援助

医師による死亡確認後、看護職等によるエンゼルケアを施行し、家族への支援を行う。 

５）記録の整備 

  （１）看取り介護の記録等の整備 

① 看取り介護（費用算定・意向確認）についての同意書 

② 誓約書 

③ 医師の指示書 

④ 看取り介護計画書

⑤ 経過観察記録 

⑥ ケアカンファレンスに記録

⑦ 臨終時の記録 

⑧ 看取り介護終了後（偲び）カンファレンス

⑨ その他 

６）職員教育 

  施設における看取り介護の目的を明確にし、死生観教育と理解の確立を図っていくために、次の

研修を行う。 

（１）看取り介護の理念と理解 

（２）死生観教育、死へのアプローチ 

（３）看取り期に起こりうる機能的・精神的変化への対応 

（４）夜間・急変時の対応 

（５）看取り介護実施にあたりチームケアの充実 

（６）家族への援助方法 
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（７）看取り介護についての検討会 

３．協力病院等医療機関や在宅への搬送の場合 

１）協力病院等医療機関への連絡 

 医療機関にこれまでの経過説明を十分に行い、家族の同意を得て、経過観察記録等の必要書類

を提示する。 

２）家族への支援 

 死後の援助として必要に応じて、家族支援（葬儀の連絡、調整、慰留金品引き渡し、荷物の整理、

相談対応等）を行う。 

この指針は平成21年4月1日より施行する。 

この指針は平成31年1月1日より施行する。 

この指針は令和 6年4月1日より施行する。 



「指定居宅サービス」重要事項説明書 

～短期入所・介護予防短期入所～ 

(令和 6 年 10 月 1 日～) 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所はご契約者に対して短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護を含む、以下同様

とする。）サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いた

だきたいことを次の通り説明します。 

 

 

※ 当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」と認定 

された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの 

利用は可能です。 

 

◇ ◆ 目  次 ◆ ◇ 

 

   １．事業者  

   ２．事業所の概要  

   ３．職員の配置状況  

   ４．当事業所が提供するサービスと利用料金及び料金の支払い 

   ５．緊急時における対応方法  

   ６．非常災害対策  

   ７．虐待・身体拘束の防止について 

   ８．衛生管理について 

   ９．業務継続に向けた取り組みの強化について 

  １０．苦情の受付について  

  ＜重要事項説明書付属文書＞ 

   １．事業所の概要 

   ２．職員の配置状況 

   ３．契約締結からサービス提供までの流れ 

   ４．サービス提供における事業者の義務 

   ５．サービスの利用に関する留意事項 

   ６．損害賠償について 

   ７．サービス利用をやめる場合 

当事業所は介護保険の指定を受けています。  

 

（高松市指定 第 3771400144 号） 
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１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 燦々会 

（２）法人所在地     香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（３）代表者氏名     理事長 小比賀 二郎 

（４）設立年月       平成６年８月３日 

（５）事業者名    特別養護老人ホームさんさん荘 

（６）代表者名    施設長 小比賀 恵子 

（７）電話番号       ０８７－８７９―０１２３ 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類  指定短期入所生活介護事業所・指定介護予防短期入所生活介護事業所 

            平成 12 年 1 月 20 日指定・香川県第３７７１４００１４４号 

            ※当事業所は特別養護老人ホームさんさん荘に併設されています。 

（２）事業所の目的   介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）が、その有する能力に応じ 

可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援すること

を目的として、ご契約者に日常生活を営むために必要な居室および共用

施設等をご利用いただき、短期入所生活介護サービス・介護予防短期入

所生活介護サービスを提供します。 

（３）施設の名称   さんさん荘老人ショートステイセンター 

（４）施設の所在地  香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（５）電話番号        ０８７－８７９－０１２３ 

（６）施設長（管理者）氏名  小比賀 恵子 

（７）当事業所の運営方針  「ご家族でのお世話と同様に常に気配り、心配りを忘れず               

快適にお過ごし頂くことを願っている。」 

（８）開設年月日     指定短期入所生活介護事業所     平成 ７年１０月２日 

            指定介護予防短期入所生活介護事業所 平成１９年 ６月１日 

（９）実施地域   ： 高松市・三木町・綾川町・さぬき市 

（10）営業日及び営業時間 

営業日 年中無休 

受付時間 ８：３０～１７：３０ 

（11）利用定員      ： １０名 

（12）居室等の概要 

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。利用される居室は、ご希望により 

多床室（4 人部屋）、個室があります。 

（但し、ご契約者の心身の状況や居室の空き状況によりご希望に沿えない場合があります。） 
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（特別養護老人ホーム含む） 

居室・設備の種類 室  数 備   考 

１人部屋 １５室 従来型個室 

３人部屋 １室 多床室 

4 人部屋 １３室 多床室 

合  計 ２９室 トイレは、居室外に３ヶ所設置 

食  堂 １室 
 

機能訓練室 １室 
[主な設置機器] 

平行棒・ローリングベット等 

浴  室 ２室 昇降浴・特殊浴槽、個浴あり 

医務室 １室 
 

※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定短期入所生活介護事業所に設置が義務づけ

られている施設・設備です。 

☆居室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により

施設でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変更する場合があ

ります。その際には､ご契約者やご家族等と協議のうえ決定するものとします｡ 

 

３．職員の配置状況 

 当施設は、ご契約者に対して提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、人員配置基準を遵守しています。 

なお、指定介護老人福祉施設と併設のため職員は兼務します。 

職    種 常勤換算 人員配置基準 

１． 施設長（管理者） １名 １名 

２． 介護職員 ２４名以上 ２１名 

３． 生活相談員 １名以上 １名 

４． 看護職員 ３名以上 ３名 

５． 機能訓練指導員 １名以上 １名 

６． 介護支援専門員 １名以上    １名 

７． 医師  必要数 

８． 管理栄養士 １名以上 １名 

 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における 

常勤職員の所定勤務時間数（例：週 40 時間）で除した数です。 
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<主な職種の勤務体制>  

職 種 短期入所生活介護 

１．医 師 毎週火曜日 １３：３０～１５：００ 

２．介護職員 

早番 ：   ７：３０～１６：３０   

日勤 ：   ８：３０～１７：３０   

遅番 ：  １０：００～１９：００   

夜勤 ：  １６：３０～ ９：３０   

３．看護職員 

機能訓練指導員等 

早番 ：   ７：３０～１６：３０   

日勤 ：   ８：３０～１７：３０ 

遅番１：   ９：００～１８：００   

遅番２：   ９：３０～１８：３０   

 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金及び料金の支払い 

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

 ○短期入所生活介護サービス・介護予防短期入所生活介護サービス 

また、サービスについて、 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合（介護保険給付対象サービス） 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合（介護保険給付対象外のサービス） 

があります。 

 

（１）当事業所が提供する介護保険給付対象サービス （契約書第 4条参照） 

   以下のサービスについては、滞在費、食費を除き通常９割が介護保険から給付されます。 

 但、一定以上所得者の利用者負担の割合は２割又は３割となります。 

<サービスの概要> 

 ①食事 

 ・当施設では、管理栄養士（栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身体の

状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ご契約者の自立支援の為、離床して食堂で食事を摂って頂くことを原則としています。 

   （食事時間） ・朝食：８：00  ・昼食：12：00 ・夕食：17：30  

 ②入浴 

 ・入浴又は清拭を行います。寝たきりの方も特殊浴槽を使用して入浴することができます。 

・入浴又は清拭を週２回行います。 

 ③排泄 

・排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。  

④機能訓練 

・機能訓練指導員の指導により、ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに 

必要な生活機能の改善又は維持するための機能訓練を実施します。 

⑤その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 
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・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

<サービス利用料金（１日あたり）>  （契約書第 6 条、第 8 条参照） 

別紙料金表によって、ご契約者の要支援・要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給

付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご契約者の要支

援・要介護度に応じて異なります。） 

＜その他の加算項目＞ ＊高松市地域区分に係るサービス利用料金＝単位数×10.17円×0.1 

①．送迎を行う場合（送迎加算）      片道あたり【１８４単位】 

②．療養食を提供した場合（療養食加算） 1 食あたり【８単位】（１日３食限度） 

③．緊急にサービスを提供した場合    1 日あたり【９０単位】 

④．若年性認知症利用者にサービスを提供した場合    1 日あたり【１２０単位】 

⑤．３０日超えてサービスを提供（但、３１日目は実費）した場合１日あたり【３０単位減】 

また連続６１日以上サービスを提供（但、３１日目毎に実費）した場合、長期利用の適 

正化単位を適用【1日あたり基本単位より３０単位相当減算】 

但し、介護予防短期入所生活介護は３０日超えてサービスを提供（但、３１日目は実費）

した場合、長期利用の適正化単位を適用 

 

☆職員の配置体制やご利用者の利用状況等により、加算項目が変更になる場合、変更された額に

合わせて、ご契約者の負担額を変更します。 

＜滞在費と食費＞（契約書第６条参照） 

食事の提供   利用料金 ：朝食３４５円  昼食５７５円（おやつ含む） 夕食５２５円 

（食 費）        :１日あたり １，４４５円（減額措置あり） 

 

滞在費    多床室   ：1日あたり   ９１５円（減額措置あり） 

     個 室  ：1日あたり １，２３１円（減額措置あり） 

  

◇当事業所の滞在費・食費の負担額 

世帯全員が市民税非課税者の場合は、施設利用の滞在費・食費の負担が変更されます。 

利用前に必ず介護保険負担限度額認定証の提示をして下さい。 

対象者 
利用者 

負担区分 

滞在費  
食費 

多床室 従来型個室 

世
帯
全
員
が 

 
 

市
民
税
非
課
税
者 

・老齢福祉年金受給者 

・生活保護受給者 
第１段階 ０円 ３８０円 ３００円 

〔合計所得金額＋年金収入額〕の年額が

８０万円以下の人 
第２段階 ４３０円 ４８０円 ６００円 

〔合計所得金額＋年金収入額〕の年額が

８０万円超１２０万円以下の人 
第３段階① ４３０円 ８８０円 １,０００円 

〔合計所得金額＋年金収入額〕の年額が

１２０万円超の方 
第３段階② ４３０円 ８８０円 １,３００円 

上記第１～第３段階以外の人 第４段階 ９１５円 １,２３１円 １,４４５円 
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（２） （１）以外のサービス （契約書第 5条参照） 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

①介護保険給付の支給限度額を超えるサービス 

介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の全

額がご契約者の負担となります。 

②特別な飲食 

   ご契約者のご希望に基づいて特別な飲食を提供します。 

  利用料金：要した費用の実費（1/1～3 利用時は正月特別食となり追加料金がかかります。） 

③理 容 

   月に２～３回、理容師の出張による理髪サービスをご利用いただけます。 

利用料金：１回あたり１，５００円 （利用期間により利用できない場合があります） 

④受診通院・送迎 

   ご利用中のご契約者の受診通院・送迎はご家族様にて対応をお願いします。 

⑤レクリエーション、クラブ活動 

   ご契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加して頂くことができます。 

  利用料金：材料代等の実費 

⑥複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とす

る場合には実費をご負担いただきます。 

１枚につき    １０円 

⑦実施地域外の送迎費用（実施地域内は保険請求し、実施地域外から適用） 

   利用料金：１㎞ １００円 

⑧日常生活上必要となる諸費用の実費（契約書第６条参照） 

日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者にご負担いただくこ

とが適当であるものにかかる費用をご負担いただきます。 

☆ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ

ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う概ね 2 ｹ月前までに

ご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法 （契約書第 6条参照） 

前記（１）（２）の料金・費用は、１ヶ月毎に計算し、ご請求致しますので、翌月の２０日ま 

でに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

ア．口座引落し（自動振替） （１回の振替手数料１１０円、ゆうちょ銀行は１０円 振替日２０日） 

ィ．下記指定口座への振り込み 

  百十四銀行 空港口支店 普通預金 ０６８９３３７ 

  社会福祉法人 燦々会  理事長 小比賀二郎 
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（４）利用の中止、変更、追加  （契約書第 7条参照） 

○ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止又は変更、もしくは新た

なサービスの利用を追加することができます。この場合、利用開始日又は利用予定日の前日

までに事業者に申し出てください。 

○ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する期

間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能期間又は利用可能日を契約者に提示して

協議します。 

 ○利用開始日又は利用期間日に利用の中止を申し出た場合、取消料（食費相当分）が発生しま

す。 

 

５．緊急時における対応方法 

 （１）事業者の従業者は、居宅サービスの提供を行っている時に、ご契約者の病状に急変、そ

の他緊急の事態が生じた時は、速やかに家族及び主治医又は、あらかじめ事業者が定めた協

力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理者に報告します。 

 （２）事業者は、居宅サービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由によりご契約者に生

じた損害について賠償します。 

 （３）事業者は、緊急の事態が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対応を講

ずるとともに、管理者に報告します。 

 

６．非常災害対策 

   事業者は、消防法に規定する防火管理者を設置して、消防計画を作成するとともに 

  当該消防計画に基づく次の業務を実施します。 

   ・消火、通報及び避難の訓練（年２回） 

   ・消防設備、施設等の点検及び整備 

   ・従業者の火気の使用又は取扱いに関する監督 

   ・その他防火管理上必要な業務 

 

７．虐待・身体拘束の防止について 

  事業者は、ご契約者の人権の擁護・虐待の防止のために、次に掲げるとおり必要な措置を講

じます。 

 （１）虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その

結果について従業者に周知徹底を図ります。 

 （２）虐待防止・身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

 （３）従業者に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施する等の 

必要な措置を講じます。 

 （４）サービス提供中に、当該事業所従業者またはご契約者家族・親族・同居人等による虐待 

等を受けたと思われる事象を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。 

 （５）事業者は、ご契約者または他の利用者等の生命または身体を保護するため、緊急やむを 

得ない場合を除き、身体拘束等を行いません。 
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 （６）やむを得ず身体拘束等を行う場合には、事前に十分な説明のうえにご契約者または家族 

等に同意を得るとともにその態様および時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 

得ない理由を記録します。 

 （７）虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。 

    担当者：生活相談員 十河・木村 

 

８．衛生管理について 

  事業所において感染症が発生し、または蔓延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

 （１）従業者等の清潔の保持および健康状態について、必要な管理を行います。 

 （２）事業所の設備および備品等について、衛生的な管理に勤めます。 

 （３）事業所における感染症等の予防および蔓延防止のための対策を検討する委員会を概ね毎 

月 1 回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底しています。 

 （４）事業所における感染症等の予防および蔓延防止のための指針を整備しています。 

 （５）従業者に対して、感染症等の予防および蔓延防止のための研修および訓練を定期的に開 

催します。 

 （６）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）および（Ⅱ）算定により、連携している医療機関 

の院内感染対策に関する研修または訓練に年 1回参加し、3年に1回以上実地指導を受けます。 

 

９．業務継続に向けた取り組みの強化について 

 （１）感染症等や非常災害の発生時において、ご契約者に対する介護の提供を継続的に実施す 

るため、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、 

当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

 （２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および訓練を定期

的に実施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

10．苦情の受付について （契約書第 21 条、第 22 条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口（担当者）生活相談員 十河、木村 

○電話番号       ０８７－８７９－０１２３ 

   ○受付時間       平日 ９：００～１７：００ 

＊施設１階に苦情解決に関する内容を掲示し、苦情受付箱（御意見箱）を 1 階、2 階の 

エレベータ前に設置しています。 

○第三者委員        

               民生委員（川内原） 池浦 明子 

                 電話番号 ０８７－８７９－３５１０ 

               民生委員（浅野）  戸城 武史 

                 電話番号 ０９０－５１４４－７８５３ 
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（２）行政機関その他苦情受付機関 

高松市健康福祉局 介護保険課 

所 在 地 高松市番町１－８－１５ 

電話番号 ０８７－８３９－２３２６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

高松市健康福祉局 長寿福祉課 

所 在 地 高松市番町１－８－１５ 

電話番号 ０８７－８３９－２３４６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

香川県健康福祉部 長寿社会対策課 

所 在 地 高松市番町４－１－１０ 

電話番号 ０８７－８３２－３２６４ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

香川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 高松市福岡町２－３－２ 

電話番号 ０８７－８２２－７４３１ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

さ ぬ き 市 長寿障害福祉課 

所 在 地 さぬき市長尾東８８８－５ 

電話番号 ０８７９－５２－２５１６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

三 木 町 健康福祉課 

所 在 地 木田郡三木町氷上３１０ 

電話番号 ０８７－８９１－３３０４ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

綾 川 町 健康福祉課 

所 在 地 綾歌郡綾川町滝宮２９９ 

電話番号 ０８７－８７６－１１１３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 
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上記の内容を証するため、本書２通を作成し、契約者（利用者）、事業者、説明者が記名捺印

のうえ、各１通を保有するものとします。 

指定居宅サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

令和   年   月   日 

 

事業者  住  所 香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

 

事 業 者  社会福祉法人 燦々会  

 

理 事 長  小比賀 二郎    ㊞ 

 

              

        説明者  職  名 さんさん荘老人ショートステイセンター 

                  生活相談員       

氏  名                 ㊞ 

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、（予防）短期入所生活介護サービス

の提供開始に同意しました。 

 

契約者（利用者）   住  所  

                                  

           

氏  名 

                            ㊞ 

 

契約者以外の家族代表者  住  所 

                                       

           

           氏  名 

                               ㊞   続 柄（   ） 

 

           住  所 

                                       

           

           氏  名 

                               ㊞   続 柄（   ） 



 10 

 

＜重要事項説明書付属文書＞ 

 

１．事業所の概要 

（１）建物の構造          鉄筋コンクリート造 ３階建て 

（２）建物の延べ床面積  ３，０２３．９９㎡ 

（３）施設の周辺環境    大変良好である。 

   

２．職員の配置状況 

<配置職員の職種> 

 ・介護職員………… ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等を行

います。            

 ・生活相談員……… ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。            

・看護職員………… 主にご契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介

護介助等も行います。             

・機能訓練指導員… ご契約者の機能訓練を担当します。             

 ・医師……………… ご契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

 

３．契約締結からサービス提供までの流れ 

（１）ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「指定居宅サービ

ス計画（ケアプラン）」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成するそれぞれの

サービスに係る介護計画（以下、「短期入所介護計画」という。）に定めます。契約締結から

サービス提供までの流れは次の通りです。 （契約書第 3 条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その担当者は短期入所介護計画の原案について、ご契約者及びその

家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

 

③短期入所介護計画は、指定居宅サービス計画（ケアプラン）が変更

された場合、もしくはご契約者及びその家族等の要請に応じて、変更

の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合にはご契約者

及びその家族等と協議して、短期入所介護計画を変更します。 

④短期入所介護計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を

交付し、その内容を確認していただきます。 

①当事業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）に短期入所介護計画

の原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。  
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（２）ご契約者に係る「指定居宅サービス計画（ケアプラン）」が作成されていない場合のサー

ビス提供の流れは次の通りです。 

①要支援・要介護認定を受けている場合 

○居宅介護支援事業所の紹介等必要な支援を行います。 

○短期入所介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂 

きます。（償還払い） 

↓ ↓ 

指定居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

↓ ↓ 

○作成された指定居宅サービス計画に沿って、短期入所介護計画を変更し、それに 

基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自 

己負担額）をお支払い頂きます。 

 

 

②要支援・要介護認定を受けていない場合 

○要介護・要介護認定の申請に必要な支援を行います。 

○短期入所介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービス提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂 

きます。（償還払い） 

↓                    ↓ 

要支援、要介護と認定された場合  自立と認定された場合 

↓                 ↓ 

○指定居宅サービス計画（ケアプラン）

を作成して頂きます。 

居宅介護支援事業者の紹介等必要な支

援を行います。 

 

○契約は終了します。 

○既に実施されたサービスの利用 

料金は全額自己負担となります。 

           ↓ 

指定居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

           ↓ 

○作成された指定居宅サービス計画に沿って、短期入所介護計画を変更し、それに基づき、 

ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負 

担額）をお支払い頂きます。 
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４．サービス提供における事業者の義務 （契約書第 9条、第 10条参照） 

事業者は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、ご契約者の生命、身体、生活

環境等の安全･確保やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約書第 9 条、第 10 条

に規定される義務を負います。当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたっ

て、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。  

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の

うえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、

ご契約者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。  

④ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。  

  ただし、ご契約者または他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを

得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場

合があります。 

⑤ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合その

他必要な場合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡

を行う等必要な処置を講じます。 

⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り

得たご契約者またはご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しま

せん。（守秘義務）但し、あらかじめ文書にて、ご契約者の同意を得て、ご契約

者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に情報を提供します。  

また、ご契約者に係る居宅介護事業者等との連携を図るなど正当な理由がある場

合にも同様に情報を提供します。  

 

５．サービスの利用に関する留意事項 

（１）持ち込みの制限 

利用にあたり、以下の物は原則として持ち込むことができません。 

刃物類、火気類、貴金属（必要に応じお預かりします。） 

（２）施設・設備の使用上の注意 （契約書第１１条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、

汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただくか、又は相当の代

価をお支払い頂く場合があります。（原状回復の義務） 

○ご契約者は、サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合には、

事業者及びサービス従事者がご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置をとることを認める

ものとします。但し、その場合事業者は、ご契約者のプライバシー等の保護について、十分

な配慮をするものとします。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を

行うことはできません。 

（３）禁煙 

 事業所内の喫煙場以外は、全館禁煙です。 
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（４）サービス利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療を受ける

ことができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものではありま

せん。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものでもありません。） 

① 協力医療機関 

医療機関の名称 所 在 地 診  療  科 

綾田医院（嘱託医） 高松市香南町由佐２１０－２ 
消化器内科 

循環器内科 

② 協力歯科医療機関 

医療機関の名称 いのした歯科医院 所在地 高松市香川町川東上１７８１－５ 

 

６．損害賠償について （契約書第 12条、第 13条参照） 

当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかに

その損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

ただし、その損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、ご契約者

の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減じる場合

があります。また、このような場合にはその原因を解明、再発生を防ぐための対応を講じます。 

 

７．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までですが、要

介護認定の更新等で有効期間に更新があった場合には、同じ条件で更新されます。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます

が、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。

（契約書第 15 条参照）①ご契約者が死亡した場合  

②要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合  

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能にな

った場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合  

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さ

い。）  

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。）  

⑧他の施設に入所した場合 

 

医療機関の名称 オサカ病院 所在地 高松市香川町浅野２７２ 

医療機関の名称 香川県済生会病院 所在地 高松市多肥上町１３３１－１ 

医療機関の名称 高松市立みんなの病院 所在地 高松市仏生山町甲８４７番地１ 

医療機関の名称 綾川町国民健康保険 陶病院 所在地 綾歌郡綾川町陶１７２０番地１ 
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（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出 （契約書第 16条、第 17条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約を解約することができます。その場合に

は、契約終了を希望する日の７日前までに解約する旨を申し出て下さい。但し、以下の場合に

は、即時に契約を解約・解除することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合  

②ご契約者が入院された場合 

③ご契約者の「指定居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合  

④事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実

施しない場合 

⑤事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合  

⑥事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が

認められる場合 

⑦他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐

れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出 （契約書第 18条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させて頂くことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な

事情を生じさせた場合 

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ご契約者並びにご家族・ご親族が、故意又は重大な過失により事業者又はサービ

ス従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著し

い不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさ

せた場合 

 

（３）契約の解約又は解除された場合  

本契約の解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその効力を失い 

ます。 

 

（４）契約の終了に伴う援助 （契約書第 15条参照） 

   契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案 

し、必要な援助を行うよう努めます。 
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「指定居宅サービス」重要事項説明書 

～通所介護+高松市介護予防通所介護相当サービス～ 

（２０２４年７月１日改定） 

当事業所はご契約者に対して通所介護サービス及び介護予防通所介護相当サービスを提

供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを

次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」「事業対象者」

と認定された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利

用は可能です。

◇ ◆ 目  次 ◆ ◇ 

１．事業者  

２．事業所の概要  

  ３．職員の配置状況  

  ４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  ５．緊急時における対応方法  

  ６．非常災害対策  

  ７．虐待・身体拘束の防止について 

８. 衛生管理について

９．業務継続に向けた取り組みの強化について 

１０．苦情の受付について  

＜重要事項説明書付属文書＞ 

１．事業所の概要  

  ２．契約締結からサービス提供までの流れ 

  ３．サービス提供における事業者の義務  

  ４．サービス利用に関する留意事項  

  ５．損害賠償について 

  ６．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

通常規模型通所介護     （高松市指定 第 3771400151 号）

介護予防通所介護相当サービス （高松市指定 第 3771400151号） 
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１．事業者 

（１）法人名  

（２）法人所在地  

（３）電話番号 

（４）代表者氏名 

（５）設立年月 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類 

 

 

 

 

 

 

（２）事業所の目的 

 

 

 

 

 

（３）施設の名称 

（４）施設の所在地 

（５）電話番号  

（６）施設長（管理者）氏名 

 

（７）当事業所の運営方針 

 

 

（８）開設年月日 

 

 

 

 

（９）実施地域 

 

 

 

社会福祉法人 燦々会 

香川県高松市香川町川内原 1003-1 

０８７－８７９－０１２３ 

理事長 小比賀 二郎 

平成 6年 8月 3日 

 

 

指 定 通 所 介 護 事 業 所 

平成 12年 1月 20日指定・高松市第 3771400151号 

高松市介護予防通所介護相当サービス事業所 

平成 28年 4月 1日指定・高松市第 3771400151号 

※当事業所は特別養護老人ホームさんさん荘に併設されて

います。 

 

通所介護は、介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）が、

その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営む

ことができるように支援することを目的として、ご契約者

に日常生活を営むために共用施設等をご利用いただき、通

所介護サービスを提供します。 

 

さんさん荘老人デイサービスセンター 

香川県高松市香川町川内原 1003－1 

０８７－８７９－０１２３ 

小比賀 恵子 

 

「ご家族でのお世話と同様に常に気配り、心配りを忘れず 

快適にお過ごし頂くことを願っている。」 

 

指 定 通 所 介 護 事 業 所 

平成  ８年 ４月 １日 

高松市介護予防通所介護相当サービス事業所  

平成２８年 ４月 １日 

 

指定通所介護事業所 

：高松市（島しょ部は除く） 

高松市介護予防通所介護相当サービス事業所 
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：高松市（島しょ部は除く） 

（10）営業日及び営業時間 

 通所介護、高松市介護予防通所介護相当サービス 

営業日 月曜日～土曜日 １２月３０日～１月３日休業 

受付時間 ８:３０～１７:３０まで 

サービス提供時間帯 ９：１５～１６：３０ 

（11）利用定員    指定通所介護事業所、高松市介護予防通所介護相当サービス事務所 

高松市通所型サービスＡ事業所を合わせた定員です。 

         ＊35名（月） ＊40名（火、水、木、金） ＊25名（土） 

（12）居室等の概要 

居室・設備の種類 室  数 備   考 

食   堂 １室 
 

機能訓練室 １室 

[主な設置機器] 

平行棒・ローリングベット、マイクロ波、

ホットマグナー 

浴   室 ２室 昇降浴・特殊浴槽 

医 務 室 １室 
 

 

３．職員の配置状況 

 当施設は、ご契約者に対して通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職

員を配置しています。 

（1）管理者  １名（常勤、兼務） 

  管理者は、センターの従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自らも

指定通所介護・高松市介護予防通所介護相当サービス・高松市通所型サービスＡ型の提

供にあたる。 

（2）従業者 

  ア 生活相談員   ２名（常勤専従１、常勤兼務１） 

  イ 介護職員    ７名（常勤専従６、常勤兼務１） 

  ウ 看護職員    ２名（常勤兼務１、非常勤兼務１） 

  エ 機能訓練指導員 ３名（常勤専従 1、常勤兼務１、非常勤兼務１） 
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<主な職種の勤務体制>  

職 種 通所介護・高松市介護予防通所介護相当サービス 

1.生活相談員 勤務時間：8：30～17：30 

2.介護職員 勤務時間：8：30～17：30 

3.看護職員・機能訓練指導員 勤務時間：8：30～17：30 

 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

 ○通 所 介 護 サ ー ビ ス（通常規模型通所介護） 

 ○高松市介護予防通所介護相当サービス 

また、それぞれのサービスについて、 

（1）利用料金が介護保険から給付される場合 

（2）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス（契約書第 4 条参照） 

  食費を除き通常９割、８割又は７割が介護保険から給付されます。 

<サービスの概要> 

 ①食事 

・ 当施設では、管理栄養士（栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身

体の状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ ご契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則とし

ています。 

（食事時間）     

昼食：１２：００ 

 ②入浴 

・ 入浴又は清拭を行います。寝たきりでも特殊浴槽を使用して入浴することができます。 

 ③排泄 

・ 排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。  

 ④機能訓練 

・ 機能訓練指導員により、ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要

な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 
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○通所介護（通常規模型） 

料金表(要介護者） 所要時間 7 時間以上 8 時間未満 １単位＝10.14円 

ご契約者の要介護度 
要介護度

１ 

要介護度

２ 

要介護度

３ 

要介護度

４ 

要介護度

５ 

①サービス利用に係る 

自己負担額（１－２） 
658単位 777単位 900単位 1,023単位 1,148単位 

②入浴介助加算（Ⅰ） 40単位 

③個別機能訓練加算 

（Ⅰ）ロ 
76単位 

④サービス提供強化加算 

（Ⅰ） 

 

22単位 

 

⑤介護職員処遇改善加算

（Ⅰ） 
総単位数×9.2％ 

⑥科学的介護 

 推進体制加算  
40単位／月 

⑦食費に係る自己負担額 650円 

 

自己負担額合計 
(① +②+③+④+⑤+⑥+⑦) 

 

1，573円 

 

1，704円 

 

1，840円 

 

1，977円 

 

2，115円 

※職員配置により、個別機能訓練加算（Ⅰ）イ：56単位を算定させて頂く場合があります。 

 

☆ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦 

お支払いいただきます。要支援・要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護

保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画

又は介護予防ケアマネジメントが作成されていない場合も償還払いとなります。償還払い

となる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した 

「サービス提供証明書」を交付します。 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担

額を変更します。 

☆送迎減算・・・居宅と通所介護事業所との送迎を行わない場合は、片道 47単位を所定単

位数より減算になります。 

☆一定以上所得のある方は、サービスを利用した時の負担割合が２割及び３割になります。 

 （食事費はのぞく） 
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○介護予防通所介護従前相当サービス 

 

 

 

 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

○通所介護 

  ①介護保険給付の支給限度額を超えるサービス 

  介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金 

の全額がご契約者の負担となります。 

 ②食事の提供 

  ご契約者に提供する食事の費用です。 

 利用料金：１回 ６５０円（おやつ代含む） 

 但し、１０時以降の食事のキャンセルは食事代を請求させて頂きます。 

 

料金表(要支援者・事業対象者） 

 
要支援１          

事業対象者（週１回利用） 

要支援２            

事業対象者（週２回利用） 

 (介護保険1割負担）月額 

① 通所介護費 
436単位/回 

*月4回を超える場合は1,798単位/月 
447単位/回           

*月8回を超える場合は3,621単位/月 

② サービス提供 

体制強化加算 

（Ⅰ） 

88単位/月 176単位/月 

③ 介護職員 

処遇改善加算 

 （Ⅰ） 

総単位数×9.2% 

④ 科学的介護 

推進体制加算 
40単位／月 

⑤ 食事費 650円×（利用回数） 

合計 
4，609円/月（月4回の場合） 

5，322円/月（月5回の場合） 

9，270円/月（月8回の場合） 

10，048円/月（月9回の場合） 
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③特別な飲食 

  ご契約者のご希望に基づいて特別な飲食を提供します。 

  利用料金：要した費用の実費 

④レクリエーション、クラブ活動 

  ご契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加して頂くことができます。 

  利用料金：材料費   実費 

⑤複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要

とする場合には実費をご負担いただきます。 

利用料金：１枚    １０円 

⑥実施地域外の送迎費用（実施地域内は保険請求し、実施地域外から適用） 

  利用料金：１㎞    ２０円 

  

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更すること

があります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2 ｹ月前

までにご説明します。 

 

（２）利用料金のお支払い方法 ＊（契約書第 7条、第８条参照）＊ 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月毎に計算し、ご請求しますので、翌月の２０ 

日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

 

 

ア．口座引落し（振替手数料１１０円（１回）（引落日は２０日） 

但し郵便局は、振替手数料が１０円になります。 

イ．下記指定口座への振り込み（振込手数料は、ご利用者様負担となります） 

  百十四銀行 空港口支店 普通預金 ０６７８１７１ 

  社会福祉法人 燦々会 理事長 小比賀 二郎 

 

 

（３）利用の中止、変更、追加 ＊（契約書第８条参照、第９条参照） 

○利用予定日の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止又は変更、もしく

は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合、利用予定日の前日ま

でに事業者に申し出てください。 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望

する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能期間又は日時を契約者に提

示して協議します。 
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５．緊急時における対応方法 

 （１）事業者の従業者は、介護福祉サービスの提供を行っている時に、ご契約者の病状 

  に急変、その他緊急の事態が生じた時は、速やかに家族及び主治医又は、あらかじめ 

  事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理 

  者に報告します。 

 （２）事業者は、介護福祉サービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由によりご 

  契約者に生じた損害について賠償する。 

 （３）事業者は、緊急の事態が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対 

  応を講ずるとともに、管理者に報告します。 

 

６．非常災害対策 

   事業者は、消防法に規定する防火管理者を設置して、消防計画を作成するとともに 

  当該消防計画に基づく次の業務を実施します。 

   ・消火、通報及び避難の訓練（年２回） 

   ・消防設備、施設等の点検及び整備 

   ・従業者の火気の使用又は取扱いに関する監督 

   ・その他防火管理上必要な業務 

 

７．虐待・身体拘束の防止について 

   事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり 

必要な措置を講じます。 

（１） 虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催 

し、その結果について従業者について周知徹底を図ります。 

（２）虐待防止・身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

（３）従業者に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施 

する等の必要な措置を講じます。 

（４）サービス提供中に、当該事業所従業者または介護者（現に介護している家族・ 

親族・同居人等）による虐待等を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やか

にこれを市町村に通報します。 

（５）事業者は、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急 

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行いません。 

（６）やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、事前に十分な説明の上に利用者また

は家族等に同意を得るとともにその態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録します。         

 （７）虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。 

         担当者：蓮井一成・村上明日香 
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８．衛生管理について 

    事業所において感染症等が発生し、またはまん延しないように、次に掲げる措置

を講じます。 

（１） 従業者等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２） 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３） 事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための対策を検討する 

委員会を概ね毎月１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底

しています。 

（４） 事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための指針を整備して 

います。 

（５） 従業者に対して、感染症等の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を 

定期的に開催します。 

 

９．業務継続に向けた取り組みの強化について 

   （１）感染症等や非常災害の発生時において、利用者に対する通所介護の提供を 

   継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 

   （業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び 

      訓練を定期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を 

 行います。 

 

 

10．苦情の受付について（契約書第２２条、２３条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者）通所  生活相談員 蓮井 一成 

○電話番号       ０８７－８７９－０１２３ 

   ○受付時間       ８：３０ ～ １７：３０（日曜日と年末年始は除く） 

また、施設１階掲示板に苦情解決に関する内容を掲示し、苦情受付箱（御意見箱）を

設置しています。 

○第三者委員会（担当者） 民生委員（浅野）   中山 清美 

          電話番号 ０８７－８７９－５２５５ 

 

                 民生委員（川内原）  赤松 明美 

            電話番号 ０８７－８７９－４４５０ 
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（２）行政機関その他苦情受付機関 

高松市 介護保険課 

所 在 地 高松市番町１－８－１５ 

電話番号 ０８７－８３９－２３２６ 

営業時間 ８：３０～１７：１５ 

香川県 長寿社会対策課 

所 在 地 高松市番町４－１－１０ 

電話番号 ０８７－８３２－３２６２ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

香川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 高松市福岡町２－３－２ 

電話番号 ０８７－８２２－７４３１ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

市・町 介護保険担当課 

所 在 地     

電話番号  別紙参照 

受付時間 

 

令和  年  月  日 

 

上記の内容を証するため、本書２通を作成し、契約者、事業者、説明者が記名捺印の

うえ、各１通を利用者、事業者にて保有するものとします。 

指定居宅サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事業者 住 所 香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

           事業者 社会福祉法人燦々会  

                さんさん荘老人デイサービスセンター 

               理事長 小比賀 二郎   印   

          

 説明者        職  名         

 

氏  名                      印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、通所介護サービス及び介護

予防通所介護相当サービスの提供開始に同意しました。 

 

契約者 住  所                       

 

 

氏  名                     印 
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代理人 住  所                      

        

 

           氏  名                      印 

 

＜要事項説明書付属文書＞ 

１．事業所の概要 

（１）建物の構造          鉄筋コンクリート造 ３階建て 

（２）建物の延べ床面積  ３，０２３．９９㎡ 

（３）施設の周辺環境    大変良好である。 

   

２．契約締結からサービス提供までの流れ 

（１）ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サー

ビス計画（ケアプラン）」及び「介護予防サービス計画」又は「介護予防ケアマネジ

メント」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成するそれぞれのサービス

に係る介護計画（以下、「個別サービス計画」という。）に定めます。契約締結からサ

ービス提供までの流れは次の通りです。（契約書第 3条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その担当者は個別サービス計画の原案について、ご契約者及びそ

の家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

 

 

 
③個別サービス計画は、介護予防サービス計画又は介護予防ケアマ

ネジメント（ケアプラン）が変更された場合、もしくはご契約者及

びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認

し、変更の必要のある場合にはご契約者及びその家族等と協議し

て、個別サービス計画を変更します。 

④個別サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面

を交付し、その内容を確認していただきます。 

①当事業所の介護支援専門員（ケアマネージャー）に個別サービス

計画の原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 
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（２）ご契約者に係る「介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメント（ケアプラ

ン）」が作成されていない場合のサービス提供の流れは次の通りです。 

 

①要支援及び要介護認定を受けている場合 

○居宅介護支援事業所及び、介護予防支援事業者の紹介等必要な支援を行いま

す。 

○個別サービス計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを 

提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂 

きます。（償還払い） 

↓ ↓ 

居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

介護予防サービス計画又は介護予防      

ケアマネジメント（ケアプラン）の作成 

↓ ↓ 

○作成された介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメントに沿って、個別サ

ービス計画を変更し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負

担額）をお支払い頂きます。 

 

②要支援または事業対象者認定を受けていない場合 

○要支援認定の申請に必要な支援を行います。 

○介護予防通所介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービス提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂きます。

（償還払い） 

 

要支援または事業対象者    

と認定された場合 
要介護と認定された場合 自立と認定された場合 

↓            ↓           ↓ 

○介護予防サービス計画又

は介護予防ケアマネジメン

ト(ケアプラン)を作成させ

て頂きます。必要に応じて

介護予防支援事業者の紹介

等必要な支援を行います。 

○本契約は終了します。 

○居宅介護支援事業所への 

紹介を行います。 

○契約は終了します。 

○既に実施されたサー

ビスの利用料金は全

額自己負担となりま

す。 

↓              ↓        

介護予防サービス計画又は 

介護予防ケアマネジメント 
居宅サービス計画の作成 

        ↓              ↓ 
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↓              ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス提供における事業者の義務（契約書第 10条、第 11条参照） 

当事業所は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、ご契約者の生命、

身体、生活環境等の安全･確保やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約

書第 10 条、第 11 条に規定される義務を負います。当事業所では、ご契約者に対

してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するととも

に、ご契約者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

④ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

  ただし、ご契約者または他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急や

むを得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘

束する場合があります。 

⑤ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関

への連絡を行う等必要な処置を講じます。 

⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって

知り得たご契約者またはご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に

漏洩しません。（守秘義務）但し、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場

合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報を提供します。また、ご契約

者の円滑な退所のため援助を行う際には、あらかじめ文書にて、ご契約者の

同意を得ます。 

 

 

○作成された介護予防サービス計

画又は介護予防ケアマネジメン

トに沿って、個別サービス計画を

変更し、それぞれに基づきご契約

者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスにつ

いては、介護保険給付費額を除い

た料金（自己負担額）をお支払い

頂きます。 

○ 本事業所の通所介護サービスが居宅サー

ビス計画に位置づけられた場合には、通所

介護サービスについての料金やサービス

内容をご説明し、同意いただけた場合には

通所介護サービス提供の契約を改めて締

結します。 

○ 作成されたサービス計画に沿って、通所介

護計画を作成し、それに基づき、ご契約者

に通所介護サービスを提供します。 

○ 介護保険給付対象サービスについては、介

護保険の給付費額を除いた料金（自己負担

額）をお支払い頂きます。 
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４．サービスの利用に関する留意事項 

（１）持ち込みの制限 

利用にあたり、以下の物は原則として持ち込むことができません。 

刃物類、火気類、貴金属（必要に応じお預かりします。） 

（２）施設・設備の使用上の注意（契約書第 12条、13条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊

したり、汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただく

か、又は相当の代価をお支払い頂く場合があります。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営

利活動を行うことはできません。                        

（３）喫 煙 

   事業所内の喫煙場以外での喫煙はできません。 

（４）サービス利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療

や入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院

治療を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務

づけるものでもありません。） 

①協力医療機関 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 いのした歯科医院 所在地 高松市香川町川東上 1781-5 

連 絡 先  ０８７－８７９－４７１２   

医療機関の名称 綾田医院（嘱託医） 所在地  高松市香南町由佐２１０－２ 

連 絡 先 ０８７－８７９－２００８   

医療機関の名称 オサカ病院 所在地 高松市香川町浅野２７２ 

連 絡 先 ０８７－８８９－０７０３   

医療機関の名称 香川県済生会病院 所在地 高松市多肥上町１３３１－１ 

連 絡 先 ０８７－８６８－１５５１   

医療機関の名称 綾川町国民健康保険陶病院 所在地 
綾歌郡綾川町陶 

１７２０番地 1 

連 絡 先 ０８７－８７６－１１８５   

医療機関の名称 高松市立高松みんなの病院 所在地  高松市仏生山町甲 

連 絡 先 ０８７－８１３－７１７１  ８４７番地１ 
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５．損害賠償について（契約書第 13条、第 14条参照） 

当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速

やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約

者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を

減じる場合があります。 

また、このような場合にはその原因を解明、再発生を防ぐための対応を講じます。 

 

６．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までです

が、契約期間満了の２日前までに契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約

は更に同じ条件で更新され、以後も同様となり 7ます。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することがで

きますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了

します。（契約書第 16条参照） 

①ご契約者が死亡した場合 

②要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉

鎖した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能に

なった場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下

さい。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 17条、第 18条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約の全部又は一部を解約することが

できます。その場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出く

ださい。但し、以下の場合には、即時に契約の全部又は一部を解約・解除することがで

きます。 

 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②ご契約者が入院された場合（一部解約はできません） 

③ご契約者の「居宅サービス計画及び、介護予防サービス計画又は介護予防ケ

アマネジメント（ケアプラン）」が変更された場合（一部解約はできません） 

④事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを        

実施しない場合  
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⑤事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財

物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重

大な事情が認められる場合 

⑦他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけ

る恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第 19条、第 20条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約の全部又は一部を解除させて頂くことがありま

す。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合 

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間

を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは

他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を

行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

  

（３）契約の一部が解約又は解除された場合（契約書第 20条、第 21条照） 

本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその効力を

失います。 

 

（４）契約の終了に伴う援助（契約書第 16条、第 17条参照） 

  契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘 

案し、必要な援助を行うよう努めます。 
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その他行政機関 

 

団体名 担当所属名 連 絡 先 

さ ぬ き 市 長寿障害福祉課 

所 在 地 さぬき市長尾東８８８－５ 

電話番号 ０８７９－５２－２５１６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

東かがわ市 保 健 課 

所 在 地 東かがわ市三本松１１７２ 

電話番号 ０８７９－２６－１２２９ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

三 木 町 健康福祉課 

所 在 地 木田郡三木町氷上３１０ 

電話番号 ０８７－８９１－３３０３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

綾 川 町 保健福祉課 

所 在 地 綾歌郡綾川町滝宮２９９ 

電話番号 ０８７－８７６－１１１３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

 

 



1 

「指定居宅サービス」重要事項説明書 

～高松市通所型サービスＡ～ 

（２０２４年４月１日改定） 

当事業所はご契約者に対して高松市通所型サービスＡを提供します。事業所の概要や

提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、要支援１・２の認定を受けた方又は、基本チェックリストの

結果事業対象者となられた方が対象となります。

◇ ◆ 目  次 ◆ ◇ 

１．事業者  

２．事業所の概要  

  ３．職員の配置状況  

  ４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  ５．緊急時における対応方法  

  ６．非常災害対策 

  ７．虐待・身体拘束の防止について 

  ８．衛生管理について 

９. 業務継続に向けた取り組みの強化について

  １０．苦情の受付について  

＜重要事項説明書付属文書＞ 

１．事業所の概要  

２．職員の配置状況  

  ３．契約締結からサービス提供までの流れ  

  ４．サービス提供における事業者の義務  

  ５．サービス利用に関する留意事項  

  ６．損害賠償について  

  ７．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

高松市通所型サービスＡ 

（高松市指定 第３７Ａ０１０１４９８号） 
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１．事業者 

（１）法人名          社会福祉法人 燦々会 

（２）法人所在地       香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（３）電話番号         ０８７－８７９―０１２３ 

（４）代表者氏名       理事長 小比賀 二郎 

（５）設立年月         平成６年８月３日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類   指定通所介護事業所 

平成 12年 1月 20日指定・高松市 第 3771400151号 

高松市介護予防通所介護相当サービス事業所 

平成 28年 4月１日指定 

高松市通所型サービスＡ事業所 

平成 30年 4月 1日指定・高松市 第 37A0101498号 

            ※当事業所は、特別養護老人ホームさんさん荘に併設されています           

（２）事業所の目的      高松市通所型サービスＡは、介護保険法令に従い、ご契約

者（利用者）が、その有する能力に応じ可能な限り自立した

日常生活を営むことができるように支援することを目的と

して、ご契約者に日常生活を営むために共用施設等をご利用

頂き、高松市通所型サービスＡを提供します。 

（３）施設の名称     さんさん荘老人デイサービスセンター 

（４）施設の所在地    香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

（５）電話番号         ０８７－８７９－０１２３ 

（６）施設長（管理者）  氏 名  小比賀 恵子 

（７）当事業所の運営方針 「ご家族でのお世話と同様に常に気配り、心配りを忘れず

快適にお過ごし頂くことを願っている。」 

（８）開設年月日      指定高松市通所型サービスＡ事業所 平成 30年 4月 1日 

（９）実施地域     ： 高松市（島しょ部は除く） 

（10）営業日及び営業時間 

営業日 月曜日～土曜日 １２月３０日～１月３日休業 

受付時間 ８:３０～１７:３０まで 

サービス提供時間帯 ９：１５～１５：１５ 
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（11）利用定員    高松市通所型サービスＡ事業所 

       （指定通所介護・高松市介護予防通所介護相当サービス事業所を含む）  

＊３５名（月）＊４０名（火、水、木、金）＊２５名（土） 

（12）居室等の概要 

居室・設備の種類 室  数 備   考 

食  堂 １室 
 

機能訓練室 １室 

[主な設置機器] 

平行棒・ローリングベット、マイクロ波、

ホットマグナー 

浴  室 ２室 昇降浴・特殊浴槽 

医務室 １室 
 

 

３．職員の配置状況 

 当施設は、ご契約者に対して高松市通所型サービスＡを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

（1）管理者    １名（常勤、兼務） 

 管理者は、センターの従事者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自らも

指定通所介護、高松市介護予防通所介護相当サービス、高松市通所型サービスＡの提供

にあたる。 

（2）従事者 

  ア 生活相談員     ２名（常勤専従１、常勤兼務１） 

  イ 介護職員      ８名（常勤専従７、常勤兼務１） 

  ウ 看護職員      ２名（常勤兼務１、非常勤兼務 1） 

  エ 機能訓練指導員   ３名（常勤専従１、常勤兼務 1、非常勤兼務１） 

            

＜主な職種の勤務体制> 

職  種 通所型サービスＡ 

1. 生活相談員 勤務時間：8：30～17：30 

2. 介護職員 勤務時間：8：30～17：30 

3. 看護職員・機能訓練指導員 勤務時間：8：30～17：30 
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４．当事業所が提供するサービスと利用料金及び支払い 

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

 ○高 松 市 通 所 型 サ ー ビ スＡ 

また、それぞれのサービスについて、 

（1）利用料金が介護保険から給付される場合 

（2）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合があります。 

 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス（契約書第 4 条参照） 

   食事費を除き通常９割が介護保険から給付されます。 

但し、一定以上の所得者の利用者負担の割合は 2割又は 3割となります。 

 <サービスの概要> 

 ①食事 

・ 当施設では、管理栄養士（栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の

身体の状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ ご契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則と

しています。   （食事時間）  昼食：１２：００ 

 ②入浴 

・ 入浴又は清拭を行います。 

・ 寝たきりの方も特殊浴槽を使用して入浴することができます。 

 ③軽度な運動 

・ 健康体操、物療、リハビリ、レクリエーション、ご契約者の状況に応じて、日常生

活を送るのに必要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

○高松市通所型サービスＡ費（自己負担 1割の場合）  

対象者の利用者 事業対象者・要支援１・要支援２ 

① サ ー ビ ス Ａ 費      

（１回あたり） 
３７８単位/日 

② 食事費（昼食代） ６５０円/日 

１回あたりのお支払い料金 

（① ＋②＋③） 
１，０３４円（要支援 1）、（要支援 2） 

 

☆ご契約者がまだ要支援の認定・事業対象者となっていない場合には、サービス利用料

金の全額をいったんお支払いいただきます。要支援又は事業対象者となった後、自己

負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者のご

負担額を変更します。 

☆１単位が 10.14円として計算します。（7級地域） 
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☆一定以上所得のある方は、サービスを利用した時の負担割合が２割又は３割になりま

す。（食事費は除く） 

 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者のご負担となります。 

  ①介護保険給付の支給限度額を超えるサービス 

  介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料

金の全額がご契約者の負担となります。 

 ②食事の提供 

  ご契約者に提供する食事の費用です。 

 利用料金：１回 ６５０円（おやつ代含む） 

 但し、利用当日１０時００分以降の食事のキャンセルは、キャンセル料として食事

代相当額を請求させて頂きます。 

③特別な飲食 

  ご契約者のご希望に基づいて特別な飲食を提供します。 

       利用料金：要した費用の実費 

④レクリエーション、クラブ活動 

  ご契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加して頂くことができま

す。  利用料金：材料費  実費  

⑤複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必

要とする場合には実費をご負担いただきます。 

利用料金：１枚    １０円 

⑥実施地域外の送迎費用（実施地域内は保険請求し、実施地域外から適用） 

       利用料金：１㎞    ２０円  

 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更するこ

とがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う概

ね 2 ｹ月前までにご説明します。 

 

（２）利用料金のお支払い方法 ＊（契約書第７条、第８条参照）＊ 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月毎に計算し、ご請求しますので、翌月の

２０日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

ア． 口座引落し（ 振替手数料 110円（１回）必要、引落日２０日 ） 

イ． 郵便局の場合のみ振替手数料１０円 

ウ．下記指定口座への振り込み（ 振込手数料は、ご利用者様負担となります。） 

  百十四銀行 空港口支店 普通預金 ０６７８１７１ 

  社会福祉法人 燦々会 理事長 小比賀 二郎 
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（３）利用の中止、変更、追加 ＊（契約書第８条参照、第９条参照） 

○ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止又は変更、

もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合、利用予定日

の前日までに事業者に申し出てください。 

○ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者

の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能期間又は日時を契

約者に提示して協議します。 

 

５．緊急時における対応方法 

 （１）事業者の従業者は、サービスの提供を行っている時に、ご契約者の病状に急変、

その他緊急の事態が生じた時は、速やかに家族及び主治医又は、あらかじめ事業者

が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理者に

報告します。 

 （２）事業者は、サービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由によりご契約者

に生じた損害について賠償する。 

 （３）事業者は、緊急の事態が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐため 

の対応を講ずるとともに、管理者に報告します。 

 

６．非常災害対策 

   事業者は、消防法に規定する防火管理者を設置して、消防計画を作成するととも

に当該消防計画に基づく次の業務を実施します。 

   ・消火、通報及び避難の訓練（年２回） 

   ・消防設備、施設等の点検及び整備 

   ・従業者の火気の使用又は取扱いに関する監督 

   ・その他防火管理上必要な業務 

 

７．虐待・身体拘束の防止について 

   事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり 

必要な措置を講じます。 

（１） 虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催 

し、その結果について従業者について周知徹底を図ります。 

（２）虐待防止・身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

（３）従業者に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施 

する等の必要な措置を講じます。 

（４）サービス提供中に、当該事業所従業者または介護者（現に介護している家族・ 

親族・同居人等）による虐待等を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

これを市町村に通報します。 
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（５）事業者は、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急 

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行いません。 

（６）やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、事前に十分な説明の上に利用者または

家族等に同意を得るとともにその態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録します。         

 （７）虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。 

         担当者：蓮井一成・村上明日香 

 

８．衛生管理について 

    事業所において感染症等が発生し、またはまん延しないように、次に掲げる措置を

講じます。 

（１） 従業者等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２） 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３） 事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための対策を検討する 

委員会を概ね毎月１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底し

ています。 

（４） 事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための指針を整備して 

います。 

（５） 従業者に対して、感染症等の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を 

定期的に開催します。 

 

９．業務継続に向けた取り組みの強化について 

   （１）感染症等や非常災害の発生時において、利用者に対する通所介護の提供を 

   継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 

   （業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び 

      訓練を定期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を 

 行います。 
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10．苦情の受付について（契約書第２２条、２３条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者） 生活相談員 蓮井一成・村上明日香 

○電話番号       ０８７－８７９－０１２３ 

   ○受付時間       ８：３０ ～ １７：３０ 

（日曜日と年末年始は除く） 

 

また、施設１階掲示板に苦情解決に関する内容を掲示し、苦情受付箱（ご意見箱）

を設置しています。 

○第三者委員会（担当者） 民生委員（浅野）   中山 清美 

          電話番号 ０８７－８７９－５２５５ 

 

                 民生委員（川内原）  赤松 明美 

            電話番号 ０８７－８７９－４４５０ 

 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

高松市 介護保険課 

所 在 地 高松市番町１－８－１５ 

電話番号 ０８７－８３９－２３２６ 

営業時間 ８：３０～１７：１５ 

香川県 長寿社会対策課 

所 在 地 高松市番町４－１－１０ 

電話番号 ０８７－８３２－３２６２ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

香川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 高松市福岡町２－３－２ 

電話番号 ０８７－８２２－７４３１ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

市・町 介護保険担当課 

所 在 地     

電話番号  別紙参照 

受付時間 

 

 

 

 

 

 

 

 



 9 

令和   年  月  日 

 

 

上記の内容を証するため、本書２通を作成し、契約者、事業者、説明者が記名捺印

のうえ、各１通を利用者、事業者にて保有するものとします。 

サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事業者  

住 所 香川県高松市香川町川内原１００３－１ 

           事業者 社会福祉法人燦々会  

                さんさん荘老人デイサービスセンター 

               理事長 小比賀 二郎    印            

説明者         

職  名                 

 

氏  名                  印 

 

  

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、高松市通所型サービス A

の提供開始に同意しました。 

 

契約者     

住  所                  

 

 

氏  名                  印 

        

 

契約者以外のご家族代表者様 

  

住  所                  

 

        

氏  名                  印  
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

 

１．事業所の概要 

（１）建物の構造          鉄筋コンクリート造 ３階建て 

（２）建物の延べ床面積  ３，０２３．９９㎡ 

（３）施設の周辺環境    大変良好である。 

   

２．契約締結からサービス提供までの流れ 

（１）ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「介護予防サ

ービス計画又は介護予防ケアマネジメント」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結

後に作成するそれぞれのサービスに係る通所型サービスＡ計画（以下、「個別サービス

計画」という。）に定めます。契約締結からサービス提供までの流れは次の通りです。

（契約書第 3条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その担当者は個別サービス計画の原案について、ご契約者及びそ

の家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

 

 

 

③個別サービス計画は、介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネ

ジメント（ケアプラン）が変更された場合、もしくはご契約者及び

その家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、

変更の必要のある場合にはご契約者及びその家族等と協議して、個

別サービス計画を変更します。 

④個別サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面

を交付し、その内容を確認していただきます。 

①当事業所の介護支援専門員（ケアマネージャー）に個別サービス

計画の原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 
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（２）ご契約者に係る「介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）」

が作成されていない場合のサービス提供の流れは次の通りです。 

 

①要支援認定を受けている、事業対象者の方の場合 

○居宅介護支援事業所及び、介護予防支援事業者の紹介等必要な支援を行います。 

○個別サービス計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂きます。

（償還払い） 

↓ ↓ 

介護予防サービス計画 

又は介護予防ケアマネジメントの作成 

↓ ↓ 

○作成された介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメントに沿って、個別サー

ビス計画を変更し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負担

額）をお支払い頂きます。 

 

②要支援認定を受けていない、事業対象者になっていない場合 

○要支援認定の申請に必要な支援を行います。 

○基本チェックリストを受けて頂きます。 

○通所型サービスＡ計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービス提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂きます。

（償還払い） 

 

要支援認定、事業対象者に 

なられた場合 
要介護と認定された場合 自立と認定された場合 

↓            ↓           ↓ 

○介護予防サービス計画又は

介護予防ケアマネジメント

(ケアプラン)を作成して頂

きます。必要に応じて介護

予防支援事業者の紹介等必

要な支援を行います。 

○本契約は終了します。 

○居宅介護支援事業所への

紹介を行います。 

○本契約は終了します。 

○既に実施されたサービ

スの利用料金は全額自

己負担となります。 

↓           ↓   
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↓           ↓  

 

 

     

        ↓           ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス提供における事業者の義務（契約書第 10条、第 11条参照） 

当事業所は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、ご契約者の生命、身

体、生活環境等の安全･確保やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約書第

10 条、第 11 条に規定される義務を負います。当事業所では、ご契約者に対してサー

ビスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するととも

に、ご契約者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

④ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

  ただし、ご契約者または他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急や

むを得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘

束する場合があります。 

⑤ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関

への連絡を行う等必要な処置を講じます。 

⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって

知り得たご契約者またはご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に

漏洩しません。（守秘義務）但し、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場

合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報を提供します。また、ご契約

者の円滑な退所のため援助を行う際には、あらかじめ文書にて、ご契約者の

同意を得ます。 

 

介護予防サービス計画又は

介護予防ケアマネジメント 
居宅サービス計画の作成 

○作成された介護予防サービ

ス計画又は介護予防ケアマ

ネジメントに沿って、個別サ

ービス計画を変更し、それぞ

れに基づきご契約者にサー

ビスを提供します。 

○介護保険給付対象サービス

については、介護保険給付費

額を除いた料金（自己負担

額）をお支払い頂きます。 

○本事業所の通所介護サービスが居宅サービス計

画に位置づけられた場合には、通所介護サービス

についての料金やサービス内容をご説明し、同意

いただけた場合には通所介護サービス提供の契

約を改めて締結します。 

○作成されたサービス計画に沿って、通所介護計画

を作成し、それに基づき、ご契約者に通所介護サ

ービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険

の給付費額を除いた料金（自己負担額）をお支払

い頂きます。 
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４．サービスの利用に関する留意事項 

（１）持ち込みの制限 

利用にあたり、以下の物は原則として持ち込むことができません。 

刃物類、火気類、貴金属（必要に応じお預かりします。） 

（２）施設・設備の使用上の注意（契約書第 12条、13条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊し

たり、汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただくか、

又は相当の代価をお支払い頂く場合があります。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利

活動を行うことはできません。 

（３）喫 煙 

   事業所内の喫煙場以外での喫煙はできません。 

（４）サービス利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療や

入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療

を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づける

ものでもありません。） 

①協力医療機関 

 

②協力歯科医療機関 

 

医療機関の名称 綾田医院（嘱託医） 所在地  高松市香南町由佐２１０－２ 

連 絡 先 ０８７－８７９－２００８   

医療機関の名称 オサカ病院 所在地 高松市香川町浅野２７２ 

連 絡 先 ０８７－８８９－０７０３   

医療機関の名称 香川県済生会病院 所在地 高松市多肥上町１３３１－１ 

連 絡 先 ０８７－８６８－１５５１   

医療機関の名称 綾川町国民健康保険陶病院 所在地 
綾歌郡綾川町陶 

１７２０番地 1 

連 絡 先 ０８７－８７６－１１８５   

医療機関の名称 高松市立高松みんなの病院 所在地  高松市仏生山町甲 

連 絡 先 ０８７－８１３－７１７１  ８４７番地１ 

医療機関の名称 いのした歯科医院 所在地 高松市香川町川東上 1781-5 

連 絡 先 ０８７－５７９－４７１２   
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５．損害賠償について（契約書第 13条、第 14条参照） 

当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速や

かにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者

の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減じ

る場合があります。 

また、このような場合にはその原因を解明、再発生を防ぐための対応を講じます。 

 

６．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の２日前までに契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に

同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができま

すが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了しま

す。（契約書第 16条参照）①ご契約者が死亡した場合 

②要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能にな

った場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さ

い。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 17条、第 18条参照） 

契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約の全部又は一部を解約することがで 

きます。その場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。

但し、以下の場合には、即時に契約の全部又は一部を解約・解除することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②ご契約者が入院された場合（一部解約はできません） 

③ご契約者の「介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメント（ケアプラ

ン）」が変更された場合（一部解約はできません） 

④事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実

施しない場合 

⑤事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が

認められる場合 

⑦他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐

れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第 19条、第 20条参照）

以下の事項に該当する場合には、本契約の全部又は一部を解除させて頂くことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な

事情を生じさせた場合

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の

利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うこと

などによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

（３）契約の一部が解約又は解除された場合（契約書第 20条、第 21条照）

本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその効力を失

います。 

（４）契約の終了に伴う援助（契約書第 16条、第 17条参照）

  契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘 

案し、必要な援助を行うよう努めます。 

その他行政機関 

団体名 担当所属名 連 絡 先 

さぬき市 長寿障害福祉課 

所 在 地 さぬき市長尾東８８８－５ 

電話番号 ０８７９－５２－２５１６ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

東かがわ市 保 健 課 

所 在 地 東かがわ市三本松１１７２ 

電話番号 ０８７９－２６－１２２９ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

三 木 町 健康福祉課 

所 在 地 木田郡三木町氷上３１０ 

電話番号 ０８７－８９１－３３０３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 

綾 川 町 保健福祉課 

所 在 地 綾歌郡綾川町滝宮２９９ 

電話番号 ０８７－８７６－１１１３ 

営業時間 ８：３０～１７：００ 
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「指定居宅介護支援」重要事項説明書 

 

 

 

 

 

               （令和 6 年 4 月 1 日改定） 

当事業所はご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や 

提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

☆居宅介護支援とは 

契約者が居宅での介護サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービスを適切に利 

用することができるよう、次のサービスを実施します。 

○ご契約者の心身の状況やご契約者とそのご家族等の希望をお伺いして、「居宅サービス 

計画（ケアプラン）」を作成します。 

○ご契約者の居宅サービス計画に基づくサービス等の提供が確保されるよう、ご契約者及 

びそのご家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス 

計画の実施状況を把握します。 

○必要に応じて、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が対

象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 

 

 

 

◇◆目次◆◇ 

 １．事業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 ２．事業者の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 ３．事業実施地域及び営業時間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 ４．職員の体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 ５．当事業所が提供するサービスと利用料金 ・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 ６．サービスの利用に関する留意事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 ７．苦情の受付について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（高松市指定 第 3771400078 号） 
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１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 燦々会 

（２）法人所在地     香川県高松市香川町川内原１００３番地１ 

（３）電話番号       ０８７－８７９―０１２３ 

（４）代表者氏名     理事長  小比賀 二郎 

（５）設立年月       平成６年８月３日 

 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    指定居宅介護支援事業所 

（２）事業の目的     指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が要介護状態又は要支 

          援状態にある高齢者に対し適正な指定居宅介護支援を提供する。 

（３）事業所の名称    さんさん荘老人介護支援事業所 

平成 11 年 10 月 1 日指定・高松市 第 3771400078 号 

（４）事業所の所在地  香川県高松市香川町川内原 1003 番地 1 

（５）電話番号       087－879－0123 

（６）事業所長（管理者）氏名    小比賀 恵子 

（７）当事業所の運営方針 指定居宅介護支援事業は、要介護者等が居宅において日常生 

活を営むために必要な保健医療・福祉サービスの適切な利用等 

をすることができるよう、当該居宅要介護者等の依頼を受けて 

居宅サービス計画を作成するとともに、当該計画に基づく指定 

居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行う。 

（８）開設年月       平成 11 年 10 月 1 日 

 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域 高松市・三木町・綾川町・さぬき市・東かがわ市 

              （島しょ部は除く） 

（２）営業日及び営業時間      

            営 業 日：月曜日～金曜日 

但し、１２/３０～１/３は除く 

            営業時間：午前８時３０分から午後５時３０分 

                 但し、電話等で２４時間連絡可能体制を確保 

 

 

４．職員の体制 

 当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 
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<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職  種 常 勤 非常勤 常勤換算 指定基準 

１．管理者 

（介護支援専門員兼務） 
1 名  1 名 1 名 

２．介護支援専門員 

（内 1 名 管理者兼務） 
1 名以上  1 名以上 1 名以上 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における常勤職 

員の所定勤務時間数（例：週 40 時間）で除した数です。 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付されま

すので、ご契約者の利用料負担はありません。 

（１）サービスの内容と利用料金（契約書第 3～6 条、第 9 条参照） 

＜サービスの内容＞ 

① 公正中立性の確保 

・利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事業所等について、複数の事業所の紹

介や、その選定理由について事業者に求めることができます。 

・事業所が前 6 ヵ月間に作成したケアプランにおける「訪問介護」「通所介護」「地域密着

型通所介護」「福祉用具貸与」の利用割合等を別途資料にて説明します。 

② 居宅サービス計画の作成 

・ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境等を把握した 

うえで、居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下 

「指定居宅サービス等」という。）が総合的かつ効率的に、また事業所の選定に当たって 

は公正、中立に提供されるように配慮して、居宅サービス計画を作成します。 

＜居宅サービス計画の作成の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、契約者

に提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供するうえでの留

意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。  

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定居宅サー

ビス等について、保険給付の対象となるか否かを区分したうえで、その種類、内容、利

用料等について契約者及びその家族等に対して説明し、契約者の同意を得たうえで決定

するものとします。 

②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における指定居宅サービ

ス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契約者又はその

家族等に対して提供して、契約者にサービスの選択を求めます。  

①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させ

ます。 
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③居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

・ご契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サ

ービス計画の実施状況を把握します。 

・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等

との連絡調整を行います。 

・ご契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行います。 

 ④居宅サービス計画の変更 

・ご契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画 

の変更が必要と判断した場合は、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス 

計画を変更します。 

 ⑤介護保険施設への紹介 

・ご契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は利用 

者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他 

の便宜の提供を行います。 

＜サービス利用料金＞   

居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、介護

保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）は、ご契約者の

自己負担はありません。但し、ご契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険か

らサービス利用料金に相当する給付を受領することができない場合は、サービス利用料金の

全額をいったんお支払い下さい。 

居宅介護支援費（1 月につき） 

要介護１・２  １，０８６ 単位 

要介護３・４・５  １，４１１ 単位 

＊介護支援専門員の１人あたりの取り扱い件数が 40 件未満の場合 

加算料金（1 月につき） 

初回加算   ３００ 単位      特定事業所加算Ⅰ  ５１９ 単位 
  
 特定事業所加算Ⅱ   ４２１ 単位  特定事業所加算Ⅲ  ３２３ 単位 
 
 特定事業所加算 A   １１４ 単位  通院時情報連携加算  ５０ 単位 
 

入院時情報連携加算（Ⅰ）２５０ 単位  （Ⅱ）２００ 単位 
 

ターミナルケアマネジメント加算   ４００ 単位 

 

退院・退所加算 

 カンファレンス参加無 カンファレンス参加有 

連携１回 ４５０単位 ６００単位 

連携２回 ６００単位 ７５０単位 

連携３回 × ９００単位 
 

＊ その他、介護報酬に基づき実施します。 

＊ 地域区分として高松市（７級地）の居宅介護支援は、１単位：１０．２１円となります 

＊ 人員の変更により、事業所加算状況の変更があります。 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

１．サービス提供における事業者の義務（契約書第 10 条、第 11 条参照） 

当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって次のことを守ります。 

①ご契約者に提供した居宅介護支援について記録を作成し、その完結の日から

５年間保管するとともに、ご契約者または代理人の請求に応じて閲覧させ、

複写物を交付します。 

②ご契約者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合その他ご契約者か

ら申し出があった場合には、ご契約者に対し、直近の居宅サービス計画及び

その実施状況に関する書類を交付します。 

 

２．損害賠償について（契約書第 12条参照） 

事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠

償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

ただし、その損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、ご

契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責

任を減じる場合があります。 

 

３．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の３０日前までにご契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更

に同じ条件で更新され、以後も同様となります。（契約書第 2 条参照） 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができま

すが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。

（契約書第 13 条参照） 

①ご契約者が死亡した場合 

②要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合 

③ご契約者が介護保険施設に入所した場合 

④事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉

鎖した場合  

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下

さい。）  

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 14 条、第 15 条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約を解約することができます。その場

合には、契約終了を希望する日の３０日前までに申し出てください。但し、以下の場合に

は、即時に契約を解約・解除することができます。 
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①  事業者が作成した居宅サービス計画に同意できない場合 

②  事業者もしくは介護支援専門員が正当な理由なく本契約に定める居宅介護

支援を実施しない場合 

③  事業者もしくは介護支援専門員が守秘義務に違反した場合 

④  事業者もしくは介護支援専門員が故意又は過失によりご契約者の身体・財

物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重

大な事情が認められる場合 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第 16 条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合 

②ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは

他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を

行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

４．事故発生時の対応 

  

①当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速や

かに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措

置を行ないます。 

②当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償す

べき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行います。 

 

５. 医療との連携 

  居宅介護事業所と入院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利用者が入院した 

場合には、担当ケアマネジャーの氏名と連絡先を入院先の医療機関にお伝えください。 

訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング 

等の際にケアマネジャー自身が把握した状態等について、ケアマネジャーから主治の医師 

や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

 

６. 虐待防止のための措置 

高齢者虐待防止法の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう 

虐待防止に関する下記の措置を講じます。 

(1) 虐待防止委員会の開催 

(2) 高齢者虐待防止のための指針の整備 

(3) 虐待防止研修の実施 

(4) 専任担当者の配置    虐待防止に関する担当者   

 

７. 業務継続に向けた取り組み 

感染症や自然災害が発生した場合に合っても、利用者が継続して居宅介護支援の提供を 
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受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を実 

施します。 

 

８. 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

感染症の発生及びまん延を防止できるよう、下記の措置を講じます。 

(ア)  感染対策委員会の開催 

(イ)  感染症及びまん延防止のための指針の整備 

(ウ)  感染症及びまん延防止のための研修及び研修の実施 

(エ)  専任担当者の配置 

 

９. 身体的拘束等の原則禁止 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き身 

体的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１０.状況の把握（モニタリング）の提供方法について 

モニタリングについて、利用者の同意を得てサービス担当者会議等において主治医や担 

当者等の同意を得ている場合は、テレビ電話装置等を使ったモニタリングを 2 月に 1 回は

可能となります。少なくとも 2 月に 1 回は利用者宅を訪問します。 

 

１１．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

（２）介護支援専門員の交替（契約書第 7 条参照）  

 ①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じない

よう十分に配慮するものとします。 

②ご契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不

適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支

援専門員の交替を申し出ることができます。但し、ご契約者から特定の介護支援専門員の

指名はできません。 

 ③守秘義務 

  事業者は、介護支援専門員又は従業者は、居宅介護支援を提供するうえで知り得たご契

約者及びその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。 
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１３．苦情の受付について（契約書第 17 条参照） 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者）  介護支援専門員  

   ○電話番号              ０８７－８７９－０１２３ 

〇受付時間   毎週月曜日～金曜日（祝日を除く） 

      ９：００ ～ １７：００ 

〇第三者委員（担当者）   地域住民代表    池浦 明子 

               電話番号  ０８７－８７９－３５１０ 

              地域住民代表    戸城 武史 

               電話番号  ０９０－５１４４―７８５３ 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

高松市役所 介護保険課 

所 在 地 高松市番町１－８－１５ 

電話番号 ０８７－８３９－２３２６ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

香川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 高松市福岡町２－３－２ 

電話番号 ０８７－８２２－７４３１ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

さぬき市  介護保険課 

所 在 地 さぬき市長尾東８８８－５ 

電話番号 ０８７９－５２－２５１９ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

東かがわ市 保健課 

所 在 地 東かがわ市湊１８４７－１ 

電話番号 ０８７９－２６－１２２９ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

三木町役場 健康福祉課 

所 在 地 木田郡三木町氷上３１0 

電話番号 ０８７－８９１－３３０３ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 

綾川町役場 健康福祉課 

所 在 地 綾歌郡綾川町滝宮２９９ 

電話番号 ０８７－８７６－１１１３ 

受付時間 ８：３０～１７：００ 
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令和  年  月  日 

 

上記の内容を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者、説明者が記名捺印のうえ、

各１通を利用者、事業者にて保有するものとします。 

 

 

 

本書面に基づき重要事項（別紙含む）の説明し同意のもと交付しました。 

 

 

事業者 住 所    香川県高松市香川町川内原 1003 番地 1 

           事業者    さんさん荘老人介護支援事業所 

代表者氏名  施設長  小 比 賀   恵 子   印 

 

 

        居宅介護支援事業所  さんさん荘老人介護支援事業所 

説明者職名      介護支援専門員   

氏 名             寺 岡  和 彦      印 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、利用に同意し交付を受けまし

た。 

 

利用者 

        住 所                             

        氏 名                           印 

 

 

      家族代表者 

       住 所                             

       氏 名                           印 

       続 柄            
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